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りそなグループは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指し、

お客さまの信頼に応えます。

変革に挑戦します。

透明な経営に努めます。

地域社会とともに発展します。

■ お客さまと「りそな」

りそなグループ経営理念

りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）

「りそな」はお客さまとの信頼関係を大切にします

お客さまからの信頼を全てに優先し、お客さまの喜ぶ顔や幸せのために、
誠実で心のこもったサービスを提供します。
お客さまのニーズに応え、質の高いサービスを提供します。
常に感謝の気持ちで接します。

■ 株主と「りそな」

「りそな」は株主との関係を大切にします

長期的な視点に立った健全な経営を行い、企業価値の向上に努めます。
健全な利益の適正な還元を目指します。
何事も先送りせず、透明な経営に徹し、企業情報を公正かつ積極的に伝えます。

■ 社会と「りそな」

「りそな」は社会とのつながりを大切にします

「りそな」が存在する意義を多くの人々に認めていただけるよう努力します。
広く社会のルールを遵守します。
良き企業市民として地域社会に貢献します。

■ 従業員と「りそな」

「りそな」は従業員の人間性を大切にします

「りそな」の一員であることに誇りを持って働ける職場を創ります。
創造性や変革に挑戦する姿勢を重んじます。
従業員一人ひとりの人間性を尊重し、能力や成果を公正に評価します。
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りそなグループでは、再生から飛躍に向けた挑戦を本格化させ、

真の金融サービスグループとなるため、お客さま、株主、社会、従業員、

すべてのステークホルダーの皆さまに向けた「りそなブランド宣言」を

平成１８年２月に発表しました。

りそなブランド宣言

≫Vision ～私たち「りそな」が目指すもの～
りそなグループは、ヒューマンコミュニケーションを大切にし、

お客さまひとりひとりの“満足を超える感動”を創造する

金融サービスグループを目指します。

≫Promise ～そのために実行すること～
私たちは、お客さまの期待と信頼にお応えするために、自ら気付き、考え、行動します。
きめ細やかなリレーションシップと最適なソリューション、
そしてスピード感あるサービスで、お客さまの夢の実現に貢献します。

≫Slogan ～ビジョン、プロミスの思いを込めた「りそな」の新スローガン～
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会長メッセージ

平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

りそなグループは、平成１７年３月末までに｢集中再生期間｣を終了し、平成１７年４月以降｢再生｣から｢飛躍｣に向

けた第２のステージに入っております。この第２のステージでは｢リストラから営業力強化へ｣をテーマに、これま

でさまざまな差別化戦略に取り組んでまいりました。

具体的には、当グループの強みは中小企業や個人のお客さまとのお取引にあることを再認識し、お客さまや地

域に軸足を置いた運営体制への変更を実施いたしました。この取り組みにより、お客さまへの対応スピードの向

上や各地域の特性を踏まえた商品・サービスの開発をご評価いただけるようになってきました。また、銀行業か

らサービス業への進化を目指して、営業時間の延長や次世代型店舗を本格展開するなど、お客さまの利便性向上

に向けた「りそな」ならではの取り組みを強化しています。さらに、業界トップクラスの企業とのアライアンスに

より、お客さま本位かつ競争力のある商品・サービスをご提供できる体制を構築してまいりました。

平成１８年１１月、｢本格的飛躍｣を実現する第３のステージにおける計画として新しい健全化計画を公表いたしま

した。この新しい計画では、差別化戦略を徹底することで持続的成長を実現し、公的資金の返済を確たるものに

することをお示ししております。今後も、地域運営を通じて、中堅・中小企業や個人のお客さまとのリレーション

をさらに強化していくとともに、「りそならしい」サービスカルチャーの追求、アライアンスの拡充、競争力強化の

ためのローコストオペレーションの推進により、｢お客さま好感度№１銀行｣を実現していきたいと考えております。

そして、収益力の向上を通じた安定的な剰余金の積み増しを基本として、さらなる公的資金の返済具体化に向け

た取り組みを強化してまいります。

りそなグループは、お客さま、地域社会などすべてのステークホルダーへの約束として｢新しいクオリティへ、

新しいスピードで。｣というブランド宣言を制定いたしました。このブランド宣言のもと、これからもさらなる飛

躍に向けた変革に挑戦し、企業価値の最大化に努めてまいります。何卒、今後とも皆さま方の一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成１９年１月

株式会社りそなホールディングス
取締役兼代表執行役会長
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平成１８年９月中間期のトピックス

平成１８年５月、７月

■３大成人病に対する保障内容を加えた住宅ローンの取り扱いを開始

多様化するお客さまのニーズにお応えするため、りそな銀行と埼玉りそな銀行では「３大疾病保障特約付住宅ローン」、

近畿大阪銀行では「三大疾病保障付住宅ローン」の取り扱いを開始いたしました。これは、死亡・高度障害時に保険金が

支払われる団体信用生命保険の保障に加え、「がん」「急性

心筋梗塞」「脳卒中」の３大成人病のいずれかと診断され、

所定の条件に該当した場合にも保険金が支払われ、ロー

ン残高の全額に充当されるものです。今後ともお客さま

のさまざまなニーズにお応えできるよう、より一層商品

サービスの充実を図ってまいります。

平成１８年７月

■「天満天神繁昌亭サポーターズ倶楽部」を発足

りそな銀行は、平成１６年３月よりＮＰＯ法人天神天満町街トラスト、大阪市立大学商学部とともに「天神橋商店街まちおこ

し共同企画」を展開しています。この共同企画の一環として、天満天神繁昌亭の運営資金をサポートすることを目的に、

天満天神繁昌亭サポーターズ倶楽部「百天満天百」を発足いたしまし

た。この年会費収入は、必要経費を除き、全額、天満天神繁昌亭に寄付

し、天満天神繁昌亭の運営資金として活用されます。

この他にもチャリティ寄席を開催する等りそな銀行は地域文化の活

性化に積極的に取り組んでまいります。

平成１８年８月

■「りそな・地域応援・資産分散ファンド・シリーズ」の取り扱い開始

りそなグループでは、日本各地域の「地元企業株式」と海外の債券・リート（不動産投資信託）に３分の１ずつ投資するバラ

ンス型の投資信託商品「りそな・地域応援・資産分散ファンド・シリーズ」の取り扱いを開始、当初募集期間（平成１８年８

月２１日～９月２６日）にシリーズ８本合計で約２９９億円の

販売実績をあげるヒット商品となりました。

地元企業株式への投資を通じた地域経済の応援に加

え、本ファンドの純資産総額の一定割合を地方公共団

体等に寄付することで、間接的にも各地域の発展に貢

献してまいります。

りそなグループでは、今後もそれぞれの地域および

お客さまから最も支持されるコミュニティ・バンク・グ

ループを目指します。
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HD04

平成１８年９月

■「女性に支持される銀行Ｎｏ.１」を目指し、自分を磨くことへの投資に
意欲的な女性向けセミナーを開催

「女性に支持される銀行Ｎｏ. １」を目指すりそなグループでは、究極

のりそなファンになってほしいという思いのもと、女性向けＩＲセミナ

ーを開催しています。

● 女性向けＩＲセミナー「女性のためのＭｏｎｅｙＲｅｃｉｐｅ（マネーレシ

ピ）～これで私も経済通～」

りそなホールディングスおよびりそな銀行は、平成１８年９月７日

に、自分を磨くことへの投資に意欲的な女性の方を対象としたＩＲセ

ミナーを開催いたしました。第一部では、オフィスＫＡＺ代表川口一

晃さんによる「これだけは知っておきたい！はじめての投資」やシンクタンク・ソフィアバンク副代表の藤沢久美さんと

細谷英二会長による対談、第二部では、ＮＴＴドコモのケータイクレジット活用術講座やりそな銀行の取り組みであるＲ

ＥＥＮＡＬプロジェクトの展示、休憩時間には「１億円の重さ体験コーナー」なども実施。３００名の定員に６０４名のご応募を

いただくなど好評を博しました。

平成１８年９月

■りそなホールディングスが、
ディスクロージャー優良企業ランキング銀行部門第２位に

日本証券アナリスト協会は、平成１８年９月２７日に、２００６年度のディスクロージャー優良企業の選定結果を発表し、り

そなホールディングスは昨年の総合評価第４位から順位を２つあげ、第２位となりました。りそなホールディングスは、

これからも公正かつ適正な情報開示を促進

するとともに、当社における経営改革の取

り組みを十分にご理解いただけるよう、自

主的・積極的なディスクロージャーに努め

てまいります。
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平成１８年１０月

■「生体認証ＩＣキャッシュカード」の取り扱い開始

りそな銀行・埼玉りそな銀行および近畿大阪銀行では、平成１８年１０月１０日より「生体認証ＩＣキャッシュカード」の取り扱

いを開始しました。本カードは、従来の暗証番号に加えて、手指の静脈パターン情報でご本人を確認する「指静脈認証」

を採用し、高いセキュリティを確保したカードです。

また、グループ各社のホームページ上に、情報サイト「安全に

お取引きいただくために」を開設しておりますので、ぜひご覧く

ださい。

りそなグループでは、偽造・盗難キャッシュカード対策を重要な

課題ととらえ、これまでも「カードロックサービス」や「ＡＴＭご利

用限度額個別設定サービス」などを実施してまいりました。今後

ともお客さまに「安全にお取引きいただくために」、さまざまな取

り組みを実施してまいります。

平成１８年１０月

■ コンビニＡＴＭのＥ-ｎｅｔと提携を開始

りそな銀行と埼玉りそな銀行は、株式会社イーネットとＡＴＭに関

する業務提携を開始しました。これにより、新たにファミリーマー

トやミニストップ等に設置されている６千台以上のＥ-ｎｅｔマークの

あるＡＴＭにおいて、平日最大２４時間、お引出し、お預入れ、お振込

み、残高照会のサービスがご利用いただけるようになりました。

りそなグループでは、今後ともお客さまの利便性の向上に努め

てまいります。

平成１８年１０月

■「モバイル渉外支援システム」（名称：ｅビジット）を導入

近畿大阪銀行は、平成１８年１０月より、携帯電話によりお客さ

ま情報や渉外活動記録などを管理する「モバイル渉外支援

システム」（名称：ｅビジット）を全店に導入しました。このシ

ステムは遠隔操作で情報を削除・回収できるなど高い情報

漏えい防止機能を備えており、渉外活動で使用するお客さ

まカードなどの「紙」の資料に代わって、モバイル端末を携帯

することで、お客さまに良質なご提案が可能になるととも

に、効率的な訪問手法の開発も実現できる見込みです。
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平成１８年１０月

■「学生による学生のための資産運用セミナー」開催

りそな銀行で６月から１０月にかけて実施した長期インターンシップ

の実習生である関西大学および大阪府立大学の学生１０名による資産

運用セミナー「りそーなお金の増やし方」が平成１８年１０月２６日に開

催されました。このセミナーでは“社会人の目（芽）を育てる”という

コンセプトのもと、企画・運営からセミナーの講師までをインターン

シップ生自らが行いました。また資産運用の他にも「企業分析の仕

方」や「ビジネスマナー」など、これから社会人として活躍される学生

の皆さまのキャリア形成のお役に立つ内容も盛り込まれていました。

りそな銀行は、今後も各大学との連携を通じて、地域社会・経済の発展に積極的に取り組んでまいります。

平成１８年１０月

■「りそなＤＢプラン３００」の取り扱い開始

りそな信託銀行は、平成１８年１０月より、加入者数３００名未満の企業を

対象にする確定給付企業年金（規約型）商品「りそなDBプラン３００」の

取り扱いを開始しました。本商品は、平成２４年３月末で制度廃止が予

定されている適格年金制度をご利用のお客さま向けに開発したもの

で、企業年金制度の主な要件をパッケージ化することでオーダーメ

ード型よりも安価な手数料体系で提供させていただきます。加入期

間の算定や給付額の計算方法など約８０項目についてはお客さま各社

の年金制度に応じた推奨案（最適なプラン）を提案させていただき、

さらにオプション（有料）によりそのほかの多様なニーズにもお応えできます。また、制度移行時に必要となる官公庁宛

手続き等も併せてお手伝いいたしますのでご負担も軽く、スムーズな制度移行が可能になります。

■ 埼玉県内のＰＦＩ事業への支援を積極的に推進

埼玉りそな銀行は、埼玉県内のＰＦＩ事業への支援を積極的に推進し、

「彩の国資源循環工場サーマルリサイクル事業」、「越谷広域斎場整備

等事業」への支援に続き、さいたま市初のＰＦＩ事業「プラザノース整備

事業」の主幹事を受託。

平成１８年５月、ご融資を実施しました。

※ＰＦＩ（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ）とは、従来、公共部門が実施していた社会資
本整備などの公共サービスを、事業の効率化と公共事業費の削減等を目的に、民
間部門の資金を導入し、民間事業者を中心に実施する方法です。 ※イメージにつき、完成時は一部異なる場合がございます。
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■ 子ども向け金融経済教育の取り組み拡大

りそなグループでは、主に小学生や中学生を対象に金融経済を学ぶきっかけとして、お金の流れや社会での銀行の役割、

働くことの大切さ等を学んでいただくセミナーや職業体験を全国で開催しています。こうした取り組みは２年間で７０件

に及ぶなど、社会における金融経

済教育への関心の高まりを示して

います。今後もより一層の拡大に

向け、学校を訪問しての出張授業

や、地域プロジェクトへの参加など

を積極的に実施していく予定です。

■ 女性社員・女性スタッフによる、女性のためのプロジェクト
「りそな『私のチカラ』プロジェクト」を展開

りそなグループでは、消費者としての女性、作り手としての女性、

経済を動かす女性の力に着目し、りそなならではの視点でオリジナ

ルな金融商品や情報を継続して提供しています。女性の声から生ま

れた投資信託「Ｌｏｖｅ Ｍｅ !（ラブ・ミー！）」、ストーカー対策費用

を補償する機能を付けた「りそーな ライフ」、女性の夢を“カナエ

たい”、そんな想いで企画した「女性のあした応援ローンｃａｎｎａｅｌ

〈カナエル〉」等、今後ともお客さまのさまざまなニーズにお応えで

きるよう、より一層の商品・サービスの充実を図ってまいります。

「きんきおおさか 子どものための金融と囲碁の教室」
～豊かな心の形成を目指して

「りそなキッズマネーアカデミーin鎌田小学校」
～正式な授業へ講師派遣
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■新しい「経営の健全化のための計画」の策定について

りそなグループは、公的資金による多額の資本増強を真摯に受け止め、平成１５年１１月に「りそな再生のための集中再生

期間における計画」（ＨＯＰのための計画）を策定・公表し、徹底した財務改革を中心に再生のための基礎を構築いたしま

した。翌１６年１１月には、集中再生期間後の「再生」から「飛躍」に向けた新たなステージにおける経営健全化計画（ＳＴＥＰ

のための計画）を策定・公表し、「リストラから営業力強化へ」をテーマに、「地域を軸とした運営体制の強化」、「サービス

業へのさらなる進化」、「システム統合による基盤整備」を重点課題としてさまざまな改革に取り組んでまいりました。

こうした改革の成果を踏まえ、平成２２年３月末までを新たな計画期間とする「経営の健全化のための計画」（以下、本

計画）を以下のとおり提出いたしました。

本計画は、「差別化戦略の徹底による持続的成長」により「公的資金返済」を実現していく第３のステージにおける計画

として、さらなる飛躍に向けた挑戦をお示しするものです（ＪＵＭＰのための計画）。

当グループは、全役員・従業員が本計画の着実な履行を約束し、将来ビジョンである「地域・お客さまから最も支持さ

れるコミュニティ・バンク・グループ」を実現するとともに、「公的資金返済」に向けた道筋を確たるものにしてまいります。

■経営合理化のための方策等

１. ビジネスモデル、経営戦略等

（１）差別化された経営の確立

当グループは、リテール分野への経営資源の集中や自前主義からの脱却による「事業の選択と集中」と、ローコスト運営

による生産性追求やお客さまに軸足を置いた改革である「業務運営の変革」に積極的に取り組んでまいりました。

具体的には、「地域運営」「アライアンス」「オペレーション改革」を差別化の３大戦略として展開するとともに、これらを

支える基礎となる「サービス改革」を柱にあらゆる改革を進めてまいりました。また、平成１８年２月には、こうした差別化

「経営の健全化のための計画」の概要
～選ばれる金融サービス企業をめざして～

■経営戦略の全体像

★３０地域での試行
 ・現場主義の徹底

ＨＯＰ（～平成１７年３月）

関連会社抜本整理

システムアウトソーシング

人員削減

★ 意識・風土改革
★ 待ち時間ゼロ・営業時間延長

★１２地域本格展開
 ・地域分権化
 ・本部サポート機能強化
 ・情報活用体制の整備（ＣＲＭ構築）

★５大分野への集中

ＳＴＥＰ（～平成１９年３月）

★ ＣＳ向上・ホスピタリティの浸透
★ りそなＶＯＣ改革

《事務の店舗レス化》
①窓口業務の改革
②バックオフィス改革
③コミュニケーション改革
<事務品質の向上＞

地域・お客さま
から最も支持される
コミュニティ・バンク・

グループ

人材改革《現場力の向上》システム統合財務改革

質を重視した成長戦略

資産効率重視 取引基盤拡大

★ 地域運営の徹底
・地域特性・マーケットポジ
　ションに応じた選択と集中 計画業務

純益＊

税引前
当期利益

剰余金

計画
業務純益
ＲＯＡ＊

ＯＨＲ

不良債権
比率 １.９％程度

４９.７％

１.０１％

１８,１００億円

３,３００億円

４,０００億円

H 　２２/３期

リテール
分野への
経営資源
集中

ローコスト
運営による
生産性追求

自前主義
からの脱却

★ ワンランク上のサービス
★ 期待を超える提案のできる人材の育成
★ 商品・サービスのさらなる品質向上

★ 業界トップクラスの企業等との連携

★ 法人基盤の回復・拡大
★ 住宅ローンビジネス全国展開
★ 投信・保険収益５００ 億円体制
★ グループシナジー発揮
★ ＲＢ-ＲＴ年金フロント連携

中小企業取引

個人ローン 企業年金不動産

金融商品販売

《事務部門の効率化と営業力の強化》
①次世代型店舗展開　②事務プロセス改革
③センター改革　　　④融資業務革新 信頼度No.１

への挑戦

オペレーション改革

サービス改革

アライアンス

地域運営

ＪＵＭＰ（～平成２２年３月）

事
業
の
選
択
と
集
中

お客さまに
軸足を
置いた改革

業
務
運
営
の
変
革

事業基盤

※計画業務純益：実勢業務純益に市場部門の本来業務収益（ETFなど会計上臨時損益で計上されるもの）を加えた目標

平成１８年１１月　公表
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戦略を徹底することにより存在感ある金融サービスグループを創るという思いを込め、「新しいクオリティへ、新しいス

ピードで。」というブランドスローガンを掲げました。

本計画期間においては、こうした改革をさらに加速することにより、差別化された経営の確立を図り、選ばれる金融

サービス企業を目指してまいります。

地域運営の徹底

「地域・お客さまから最も支持されるコミュニティ・バンク・グループ」を目指すりそなグループにとって、地域のお客さ

まとのリレーションシップの向上を大きな経営課題と考えております。こうした考えを踏まえ、当グループでは、お客さ

まに一番近い各傘下銀行の営業現場が「お客さま発・地域発」の活動を行う「地域運営」を営業の組織運営の基本とし、お

客さまのニーズに迅速にお応えできる仕組みを整えてまいりました。

すでに地域単位でのネットワークづくりやアライアンス構築等のさまざまな成果が出ており、本計画期間においても、

各地域責任者を中心として、地域特性やマーケットポジションに応じた選択と集中をさらに加速させるとともに、地域の

お客さまとのコラボレーションを展開し、新たなマーケットや収益機会を創出してまいります。

アライアンスの拡充

強みのある５大ビジネス分野（「中小企業取引」「個人ローン」「金融商品販売」「不動産」「企業年金」）に経営資源を集中す

る一方で、クレディセゾン（クレジットカード）、野村證券（証券仲介）など業界トップクラスの企業等とのアライアンスを

通じて、お客さま本位かつ競争力のある商品・サービスを提供する戦略をとっております。本計画期間においても、こう

したアライアンス戦略の拡充により、お客さまの多様化するニーズにお応えしてまいります。

オペレーション改革の推進

リテール分野に経営資源を集中していくなかで、引き続き、迅速で正確なサービス提供によるお客さま利便性の向上と、

ローコストでの運営体制を両立させるオペレーション改革を進めてまいります。また、事務プロセスを極小化するため

の改革を進め、お客さまからの信頼を高めるための事務品質の向上に努めてまいります。

サービス改革の追求

当グループは銀行業からサービス業への進化に向けて、お客さまを深く理解し、お客さまの立場にたって発想することを

原点として、旧来の常識にとらわれない業務・意識改革を行っております。今後も、お客さまに軸足を置いた改革を進め

るとともに、商品・サービスのさらなる品質向上とお客さまの期待を超える提案のできる人材育成に努めてまいります。

（２）質を重視した成長戦略

本計画期間においては、持続的成長により公的資金の返済を実現していくために、資産効率重視の収益増強、取引基盤

の拡大、最重要の戦略資源である人材の改革、さらには信頼度Ｎｏ.１への挑戦を重点課題とし、経営の質を重視した成

長戦略に取り組んでまいります。

資産効率重視の収益増強

当グループの強みである中堅・中小企業や個人のお客さまへの貸出に注力するとともに、金融商品販売、不動産、企業

年金等の非金利収益の増強に取り組むことで、資産の効率性向上を図ってまいります。併せて、オペレーション改革等

を通じたローコスト運営の一層の推進に取り組んでまいります。
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お客さま価値創造を通じた取引基盤の維持・拡大

少子高齢化や高度情報化等の進展によるお客さま主導型社会の到来のなか、『りそな』を選んでいただくために、ソ

リューション提供力やリレーションシップを強化し、お客さまの利便性や満足度を向上させることにより、競争優位性

の向上を図り取引基盤を拡大してまいります。また、グループシナジーを発揮することにより、他社にない価値を創造

する金融グループの実現を目指してまいります。

現場力向上に向けた人材改革

持続的な成長を支える人材強化に取り組むことにより、金融のプロフェッショナルとしての社員一人ひとりの質を高め、

生産性向上を実現してまいります。具体的には、各種研修の拡充、人材育成の仕組みの再構築、職責と成果に応じたメ

リハリのある処遇、多様な人材が活躍できる風土づくり（ダイバーシティマネジメント）等に挑戦してまいります。

信頼度Ｎｏ.１への挑戦

「企業の信頼性」に対する社会からの要求がますます強まるなか、銀行のサービスの基本は「信頼」であることを改めて

認識し、法令等の遵守はもとより、情報管理の徹底やお客さま保護への積極的な取り組みに努めてまいります。また、オ

ペレーション改革や次世代型店舗の展開により、事務プロセスそのものを簡素化・自動処理化し、可能な限り人手を介

在しない、事務過誤の発生しない仕組みを構築してまいります。これらの取り組みを通じて、お客さまから「永く取引を

したい銀行」と認めていただけるよう、お客さまからの信頼をすべてに優先し、誠実かつ正確なサービスの提供に努め

てまいります。

（３）重点事業の基本戦略

限りある経営資源を有効に活用するため、当グループに強みのある５大ビジネスへの集中を継続し、効率的な収益増強

を図ってまいります。

中小企業取引

最重要の事業分野である中小企業取引について、ソリューション提供力とリレーションシップの向上に努め、地域特性や

マーケットポジションに応じたきめ細やかなサービス提供を行うことで、中長期的な収益基盤の増強に努めてまいりま

す。法人ＣＲＭの活用や、企業財務コンサルティングや市場型間接金融等のソリューションプログラムを構築するなど、

貸出を含めた総合取引の拡大に取り組んでまいります。

個人ローン

当グループが競争優位性を持つ住宅ローンビジネスについて、住宅関連業者とのアライアンス等による全国展開や、お

客さまのニーズに合致した商品・サービス提供の強化等に取り組んでまいります。併せて、消費性ローンビジネスにつ

いても、当グループのお客さまへの提案型商品であるＡＴＭカードローンなど、銀行本体で資金提供を行うことを原則

として、新たな収益の柱へと育ててまいります。これらの取り組みにより、個人ローン年間実行額２兆円の達成を目指し

てまいります。

金融商品販売

投資信託販売は系列にとらわれないアライアンス戦略による独自商品の投入や、販売の担い手の変革等により順調に

推移しており、引き続き、お客さまの期待に応えるべく、「資金運用コンサルタント」の増員など相談・提案力の強化に取

り組み、投資信託残高３兆円を目指してまいります。併せて、保険販売の増強に取り組み、さらなる収益力向上に努めて

まいります。また、お客さま保護を最重視し、販売・勧誘に携わるすべての担い手が「お客さま第一」の行動をとるよう

徹底してまいります。
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不動産

不動産業務を本体で併営しているりそな銀行の強みを活かすため、地域と連携し良質の不動産案件を取り上げるととも

に、他のグループ商業銀行とのシナジー効果を高め、お客さまのニーズに応えてまいります。また、市場が拡大してい

る不動産流動化ビジネス等への対応も強化し、不動産部門収益２００億円の達成を目指してまいります。

企業年金

りそな信託銀行の資産運用、制度設計・管理機能の高度化・効率化を進めるとともに、同社とグループ商業銀行との連

携強化により、中堅・中小企業のお客さまに質の高いソリューションを提供してまいります。また、平成２４年３月の適格

年金の制度廃止に対し戦略商品を投入するなど、グループ一体となって円滑な制度移行対応に努め、企業年金（確定拠

出型年金を含む）受託残高７兆２千億円を目指し、さらなる取引拡大を図ってまいります。

■本計画の計数目標（傘下銀行合算：りそな銀行＋埼玉りそな銀行＋近畿大阪銀行＋りそな信託銀行）

収益計画の概要
単位：億円 平成１９年３月期計画 平成２２年３月期計画

業務粗利益 ６,９８０ ７,８００

経費 ３,６５０ ３,８８０

実勢業務純益 ３,３３０ ３,９２０

税引後当期利益 ５,４３０ ２,３２０

合算剰余金（注１） １２,９７０ １８,１００
（注１）りそなホールディングスの剰余金を含んでおります。

主要計数目標
単位：億円 平成１９年３月期計画 平成２２年３月期計画

計画業務純益（注１） ３,４２０ ４,０００

税引前当期利益（注２） ２,７９０ ３,３００

収益性　 計画業務純益ＲＯＡ ０.８６% １.０１%

効率性 ＯＨＲ ５２.２％ ４９.７％

健全性　 不良債権比率 ２.２９％ １.９％程度
（注１）計画期間においては、実勢業務純益に市場部門の本来業務収益（ＥＴＦなど会計上臨時損益で計上されるも

の）を加えた目標としております。
（注２）継続的に収益力を比較するため、平成１９年３月期計画については、税引前当期利益実額より非経常的な株

式関係損益、貸倒引当金の戻入等の相当額を控除しております。

２. 経営合理化計画の概要

（１）経費

当グループは、ローコスト・オペレーションの実現を目指して、リストラ等の内部改革の断行や業務プロセスの抜本的な

見直しを実施し、経費額の大幅な低減を実現しております。平成１５年３月期には、グループで４,３２５億円であった人件

費・物件費について、平成１８年３月期には１,０００億円超を削減し、３,２７４億円となっております。

本計画期間においても、ローコスト・オペレーションによる効率性の徹底追求に引き続き取り組み、基本的な業務運

営に必要なベースコストの削減を進めてまいります。一方、人材強化、地域営業力強化のための施策、システム更改等

の新規投資を行うことで、収益力の強化を通じた生産性向上を図り、平成２２年３月期にはＯＨＲ４９％台の達成を実現して

まいります。
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■ＯＨＲ（傘下銀行合算：りそな銀行＋埼玉りそな銀行＋近畿大阪銀行＋りそな信託銀行）

単位：％ 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

傘下銀行合算 ５０.２ ５２.２ ５２.２ ５１.４ ４９.７

りそな銀行 ４８.４ ５１.２ ５０.８ ４９.６ ４８.１
（注）グループおよび傘下銀行合算の平成１８年３月期実績には平成１７年４月～平成１７年１２月までの旧奈良銀行の計数を含み、

りそな銀行の平成１８年３月期実績には含まれておりません。以下同じ。

■人件費＋物件費（グループ：りそなホールディングス＋傘下銀行合算。以下同じ。）

単位：億円 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

グループ ３,２７４ ３,４６０ ３,５８０ ３,６７０ ３,６７０

りそな銀行 ２,１１８ ２,２５５ ２,３２１ ２,３４８ ２,３４６

■人件費

単位：億円 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

グループ １,１９４ １,２４５ １,２８６ １,３２６ １,３４６

りそな銀行 ７２０ ７３９ ７４５ ７６８ ７８１

■従業員数

単位：人 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

グループ １４,５２１ １４,６８０ １４,７５０ １４,７５０ １４,７５０

りそな銀行 ９,４０６ ９,３６０ ９,３６０ ９,３６０ ９,３６０

■物件費

単位：億円 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

グループ ２,０８０ ２,２１５ ２,２９４ ２,３４４ ２,３２４

りそな銀行 １,３９７ １,５１６ １,５７６ １,５８０ １,５６５

■物件費（除く機械化関連費用）

単位：億円 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

グループ １,４３４ １,５０５ １,５２７ １,５２９ １,５０８

りそな銀行 ９４１ ９９７ １,０２６ １,０３０ １,０１５

（２）子会社・関連会社の収益等の動向

当グループは、各子会社・関連会社が特長を生かしつつグループに貢献することにより、グループ企業価値の最大化を

目指してまいります。

本計画期間中における各傘下銀行等の基本的な運営方針は以下のとおりです。

りそな銀行については、全国１２地域での地域運営や次世代型店舗の拡充などグループ差別化戦略のもとでの諸改革

を進め、順調な業績向上を達成しております。引き続き、お客さまにリテールバンキングの新しい姿をご提案するべく、

改革の先行モデルを策定・実施するとともに、お客さまや地域に軸足を置いた運営体制を徹底してまいります。

埼玉りそな銀行については、地域密着型の運営体制のもと、県内トップバングとして順調な業績伸展を果たしてお

り、引き続き、地域社会の発展に貢献するべく、これまでと変わらぬ営業体制で県内の資金ニーズに積極的にお応え

するとともに、「埼玉県の皆さまに信頼され、地元埼玉とともに発展する銀行」を今後とも目指してまいります。

近畿大阪銀行については、順調な業績回復を果たしており、また、同社のお客さまからの支持も厚いことから、独自

の地域密着型運営を継続し、りそな銀行との合併を行うことなく地域のお客さまに貢献してまいります。

りそな信託銀行については、企業年金に強みを持つ機能特化型の銀行として安定した業績を継続しており、引き続き、

りそな銀行との実質一体の営業体制を構築するなど、グループ商業銀行とのさらなる連携強化に取り組んでまいります。
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傘下銀行以外の国内子会社・関連会社については、グループの共通プラットフォームとしての位置づけを明確にするた

め、平成１７年度にりそなホールディングスによる直接出資形態に変更いたしました。引き続き、個社としてのマーケット

競争力向上を目指すとともに、傘下銀行と緊密な連携を行うことで、グループ企業価値の向上を目指してまいります。

■収益計画（ダイジェスト版）
■収益（傘下銀行合算：りそな銀行＋埼玉りそな銀行＋近畿大阪銀行＋りそな信託銀行）

単位：億円 平成１８年３月期実績 平成１９年３月期計画 平成２０年３月期計画 平成２１年３月期計画 平成２２年３月期計画

業務粗利益 ６,９３６ ６,９８０ ７,２７０ ７,５４０ ７,８００

経費 ３,４８５ ３,６５０ ３,８００ ３,８８０ ３,８８０

実勢業務純益（注１） ３,４５２ ３,３３０ ３,４７０ ３,６６０ ３,９２０

与信関連費用（注２） △１４５ ３６０ ６１０ ６００ ５６０

株式等関係損益 ５３９ ４００ ８０ ８０ ８０

経常利益 ３,３６６ ３,４９０ ２,８８０ ３,０８０ ３,３８０

税引前当期利益 ４,０１４ ３,４８０ ２,８００ ３,０００ ３,３００

税引後当期利益 ３,９０７ ５,４３０ ２,０５０ ２,２６０ ２,３２０

ＯＨＲ（注３） ５０.２％ ５２.２％ ５２.２％ ５１.４％ ４９.７％
（注１）一般貸引前信託勘定償却前業務純益
（注２）与信関連費用は、一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理損失額＋信託勘定償却－特別利益内の貸倒引当金戻入額
（注３）ＯＨＲは、経費／信託勘定償却前業務粗利益
（注４）平成１８年３月期実績には旧奈良銀行の計数が含まれております。

（目標指標）計画期間中は下記を社内管理上の目標指標としております

計画業務純益（注５） ― ３,４２０ ３,５５０ ３,７４０ ４,０００
（注５）一般貸引前信託勘定償却前業務純益に市場部門の本来業務収益（ＥＴＦなど会計上臨時損益で計上されるもの）を加えたもの

■収益（りそな銀行）

単位：億円 平成１８年３月期実績 平成１９年３月期計画 平成２０年３月期計画 平成２１年３月期計画 平成２２年３月期計画

業務粗利益 ４,６４７ ４,６４８ ４,８３４ ５,００７ ５,１６４

経費 ２,２５３ ２,３８５ ２,４６３ ２,４９１ ２,４８９

実勢業務純益（注１） ２,３９４ ２,２７０ ２,３７７ ２,５２１ ２,６８０

与信関連費用（注２） △１６０ ３００ ４５０ ４３０ ３９０

株式等関係損益 ５３２ ３９１ ８２ ８７ ８７

経常利益 ２,５４５ ２,５１７ １,９７９ ２,１４８ ２,３４７

税引前当期利益 ３,００２ ２,５１７ １,９３６ ２,１１８ ２,３２７

税引後当期利益 ３,１７３ ４,８２６ １,５５４ １,７３０ １,７４９

ＯＨＲ（注３） ４８.４％ ５１.２％ ５０.８％ ４９.６％ ４８.１％
（注１）一般貸引前信託勘定償却前業務純益
（注２）与信関連費用は、一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理損失額＋信託勘定償却－特別利益内の貸倒引当金戻入額
（注３）ＯＨＲは、経費／信託勘定償却前業務粗利益
（注４）平成１８年３月期実績には平成１７年４月～平成１７年１２月までの旧奈良銀行の計数は含まれておりません。

（目標指標）計画期間中は下記を社内管理上の目標指標としております

計画業務純益（注５） ― ２,３６３ ２,４５９ ２,６０８ ２,７６７
（注５）一般貸引前信託勘定償却前業務純益に市場部門の本来業務収益（ＥＴＦなど会計上臨時損益で計上されるもの）を加えたもの
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■責任ある経営体制の確立のための方策

経営に対する監視・監督機能の強化および経営の透明性向上を図り、責任ある経営体制の確立を図るため、りそなホー

ルディングスは「委員会設置会社」を継続し、執行役への権限委譲による迅速な意思決定と取締役による監督の強化を

図り、経営の透明性・客観性を確保しております。傘下銀行は、りそなホールディングスによるグループガバナンスのも

と、自律的な経営を行うことで健全で効率的な運営に努めております。

また、りそなホールディングスおよびグループ各社は、公的資金による多額の資本増強を受けたことを真摯に反省し、

このような事態を再び招くことのないよう、平成１８年４月に「グループ内部統制に係る基本方針」を定め、内部統制の有

効性確保に努めております。

■配当等により利益の流出が行われないための方策等

多額の公的資金増強を踏まえ、内部留保の蓄積により財務基盤の安定化を図る観点から、利益の社外流出を抑制するこ

とを基本方針とします。普通株式については、平成１８年にすでに復配を実現しており、今後とも毎期の収益状況等を踏

まえて対応してまいります。

また、役員報酬については、役員の成果責任を明確化する観点から、業績連動報酬を導入しており、業績の変動に重

点を置いた支給を行ってまいります。

りそなホールディングス

過半数が社外取締役
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■資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策

金融機関としての公共的使命を十分に認識し、健全な企業に対する円滑な資金供給に努めてまいります。特に、中堅・

中小企業向け貸出や個人向けローン等については、地域経済の発展を支援する観点からも、多様化するお客さまのニー

ズを充足した商品・サービスの開発・改善やソリューション提供力の強化に取り組み、積極的な信用供与の拡大に努め

てまいります。

■株式等の発行等に係る株式等および借入金につき利益をもってする消却、払戻し、償還または返

済に対応することができる財源を確保するための方策

公的資金の主たる返済原資であるグループ合算剰余金については、平成１９年３月末までに、累積で１２,９７０億円を見込

み、早期健全化法優先株式８,６８０億円を上回る剰余金を確保できる見通しであります。これは、前回公表計画を６,５３７億

円上回る水準となります。

また、本計画の着実な履行等を通じ、平成２２年３月期までに、１８,１００億円の累積が見込まれます。今後も引き続き、一

層の収益力の向上に努め、利益の積み上げを図ってまいります。

単位：億円 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

合算剰余金 ７,５６８ １２,９７０ １４,５９０ １６,３００ １８,１００
（注）合算剰余金は、りそなホールディングスおよび傘下銀行合算の残高を記載しております。

さらに、良好な市場環境等を前提として、今年度以降に市場で発行する優先株式の資金（その他資本剰余金）等も合わ

せ、将来的に早期健全化法および預金保険法優先株式（合計２５,３１５億円）の注入額に見合う額を上回る剰余金の確保を

図ってまいります。

なお、一斉転換期限のある早期健全化法優先株式については、関係当局の承認を前提に、それぞれ一斉転換期限まで

の返済を目指しております。

■公的資金の概要

①普通株式（預金保険法）

種類 普通株式

当初発行総額 ２,９６４億円

現存額 ２,９３７億円

当初発行株式数（※１） ５,７００千株

現存株式数 ５,６４８千株

発行価額（※１,２） ５２,０００円

②議決権付優先株式（預金保険法）

名称 第１種第一回優先株式 第２種第一回優先株式 第３種第一回優先株式

発行総額 ５,５００億円 ５,６３５億円 ５,５００億円

発行株式数（※１） ２,７５０千株 ２,８１７千株 ２,７５０千株

発行価額（※１） ２００,０００円 ２００,０００円 ２００,０００円

配当金（年間） 変動 変動 変動

配当利回り １年円Ｌｉｂｏｒ＋０.５% １年円Ｌｉｂｏｒ＋０.５％ １年円Ｌｉｂｏｒ＋０.５％

議決権 無制限 無制限 無制限
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③優先株式（早期健全化法）

名称 乙種第一回優先株式 丙種第一回優先株式 戊種第一回優先株式 己種第一回優先株式

発行総額 ４,０８０億円 ６００億円 ３,０００億円 １,０００億円

発行株式数（※１） ６８０千株 １２０千株 ２４０千株 ８０千株

発行価額（※１） ６００,０００円 ５００,０００円 １,２５０,０００円 １,２５０,０００円

配当金（年間）（※１） ６,３６０円 ６,８００円 １４,３８０円 １８,５００円

配当利回り １.０６％ １.３６％ １.１５％ １.４８％

一斉転換日 平成２１年４月１日 平成２７年４月１日 平成２１年１２月１日 平成２６年１２月１日

当初発行会社
大和銀行 近畿大阪銀行 あさひ銀行 あさひ銀行

および名称
乙種第一回 第一回 第１回第２種 第２回第２種
優先株式 優先株式 優先株式 優先株式

④劣後特約付借入（早期健全化法）

種類 永久劣後ローン

当初借入金額 １,０００億円

現存額 ８００億円

借入利率
当初　円ＬＩＢＯＲ＋１.０４％

平成２１年４月以降円ＬＩＢＯＲ＋２.５４％

返済期限 定めなし

コール条項 平成２１年３月３１日以降

当初借入会社 あさひ銀行
（※１）平成１７年６月２８日開催の定時株主総会において、株式併合（当社の発行済の普通株式および各種の優先株式のすべてにつき、株式１,０００株

を１株に併合する）および、１単元の株式の数の定めを廃止し、端株制度（端株の単位は１株の１,０００分の１）を採用する定款の一部変更を決
議しています。なお、この株式併合の効力発生日は平成１７年８月２日であり、株式併合の効力発生時にこの定款変更の効力が生じています。

（※２）りそな銀行の当初発行価額を株式交換比率で除して算出される１株当たりの価額（上記※１考慮後）を記載しています。

■財務内容の健全性および業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策

当グループは集中再生期間を中心とする財務改革の断行等により、将来に向けたリスクファクターの抜本的な排除を実

現しております。

本計画期間においても、新たなリスクファクターの増大を防止するべく、貸出債権や保有株式等のリスク資産を適切

にコントロールするための管理体制を強化し、リスクに見合った適正なリターンを追求していくことで、収益体質の一層

の強化を図ってまいります。
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商号 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 株式会社りそなホールディングス

代表者  . . . . . . . . . . . . . . . . . 会長　細谷 英二

社長　水田 廣行

本店所在地 . . . . . . . . . . . . . . 大阪市中央区備後町２丁目２番１号

設立 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 平成１３年１２月

資本金  . . . . . . . . . . . . . . . . . ３,２７２億円

従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . １６,６２０人（連結）

４０１人（単体）

事業内容  . . . . . . . . . . . . . . . グループの経営戦略、営業戦略等の策定、グループ内の経営

資源の配分および子会社各社の経営管理等

りそな
ホールディングス
の概要

HD19 平成１８年９月中間期の業績について

HD22 平成１８年９月中間期の不良債権処理について

HD24 主要な経営指標等の推移（連結情報）

HD25 主要な経営指標等の推移（単体情報）

HD26 中間連結財務諸表

HD33 連結セグメント情報

HD34 主要な業務の状況を示す指標（連結情報）

HD38 預金・貸出金に関する指標（連結情報）

HD39 有価証券に関する指標（連結情報）

HD40 有価証券の時価等情報

HD41 金銭の信託の時価等情報

HD42 デリバティブ取引情報

HD44 自己資本比率の状況

HD46 中間単体財務諸表

HD50 信託業務に関する指標（連結情報）

HD51 資本の状況他（単体情報）

HD52 従業員の状況

HD53 子会社等の状況

HD55 りそなグループの店舗ネットワーク

目　次

(平成１８年９月末現在)
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平成１８年９月中間期の業績について

当中間連結会計期間における財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなりました。

財政状態

総資産は３９兆４,３６０億円と前連結会計年度末比９,６３５億円減少いたしました。

資産では、貸出金は前連結会計年度末比１,４４１億円増加して２６兆３,５３７億円に、コールローン及び買入手形は前連

結会計年度末比３,２９３億円増加して１兆３,１６２億円となりましたものの、有価証券は前連結会計年度末比９,３３７億円

減少し、７兆８８２億円に、現金預け金は前連結会計年度末比５,４３６億円減少し、１兆１,４７３億円となりました。

負債につきましては、譲渡性預金は前連結会計年度末比１,５２７億円増加して１兆８,７６４億円となりましたものの、

預金は前連結会計年度末比７,７６７億円減少して３０兆８,２０４億円に、コールマネー及び売渡手形は前連結会計年度末

比６,４１８億円減少して２,８１２億円になりました。また、借用金は前連結会計年度末比３,３６３億円増加して５,７８２億円

に、社債は前連結会計年度末比８６９億円増加して８,５０３億円にそれぞれなっております。なお、定期預金は前連結会

計年度末比４９３億円増加し、１１兆９,２９８億円となっております。

会社法の施行などに伴い、従来の資本の部は純資産の部となりましたが、その内訳は、株主資本合計が１兆８,３１７

億円、評価・換算差額等合計が２,５４６億円、少数株主持分が１,５２５億円で、合計２兆２,３８９億円となっております。な

お、従来の資本の部に当たる金額は２兆９９５億円で、前連結会計年度末比４,４２５億円の増加となっております。優先

株式に係る純資産を控除して計算した１株当たり純資産は、△４４,６０９円１７銭となっております。

経営成績

経営成績につきましては、経常収益が前中間連結会計期間比６７９億円増加し、５,７４７億円となりました。内訳を見

ますと、有価証券利息配当金の増加を主因として資金運用収益が前中間連結会計期間比２５６億円増加して３,１９８億円

となりましたほか、特定取引収益が前中間連結会計期間比７９億円増加して９１億円、信託報酬が前中間連結会計期間

比４２億円増加して１９６億円などとなっております。また、その他経常収益が前中間連結会計期間比３５８億円増加し

て９７４億円となっておりますが、これは、主として株式等売却益の増加によるものであります。

経常費用は、前中間連結会計期間比４０５億円増加し、３,６７４億円となりました。内訳では、国債等債券売却損の増

加を主因として、その他業務費用が前中間連結会計期間比２４４億円増加して３５６億円となったほか、資金調達費用に

つきましても前中間連結会計期間比１０７億円増加して４０６億円となっております。営業経費につきましては、削減努

力の継続により、前中間連結会計期間比１２億円減少し、１,７９４億円となっております。また、その他経常費用が前中

間連結会計期間比１０５億円増加して８９９億円となっておりますが、これは、株式等売却損の増加などによるものであ

ります。

特別利益につきましては、償却債権取立益の減少などにより前中間連結会計期間比１０３億円減少して１６６億円とな

っております。また、特別損失は前中間連結会計期間比５億円減少して２６億円となりました。なお、当中間連結会計

期間におきましては、当社を連結納税親会社とする連結納税主体の繰延税金資産算出に係る将来課税所得の見積も

り期間を１年からおおむね５年に見直しました結果、法人税等調整額が前中間連結会計期間比２,６５９億円減少して

△２,５１１億円となり、連結中間純利益の増加に寄与しております。

以上により、連結経常利益は前中間連結会計期間比２７３億円増加し、２,０７２億円に、連結中間純利益は前中間連結

会計期間比２,８６６億円増加し、４,６０９億円となりました。また、１株当たり中間純利益は４０,４４９円０銭となっておりま

す。なお、当社グループの業績中、事業の種類別では銀行信託業務が、所在地別では本邦における業務が、各々大

宗を占めています。
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当社（単体）の経営成績につきましては、営業収益は前中間会計期間比３８６億円増加して２,６１５億円に、経常利益は

前中間会計期間比４２７億円増加して２,５６０億円となりました。また、税金費用などを加味した後の中間純利益は、前

中間会計期間比７４１億円増加して２,８７５億円となっております。

なお、連結自己資本比率（第二基準）は、１２.５０％となりました。

〈平成１８年９月末における剰余金の分配可能額について〉

会社法第４６１条では、剰余金の配当等を行った場合の効力発生日における剰余金の分配可能額について定めてい

ます。当社では、平成１８年９月３０日（中間決算日）を臨時決算日とする臨時計算書類を作成しておりますので、同日

における分配可能額は、臨時期間純利益を反映した上で、６,８１７億円となりました。

また、当社の子会社であるりそな銀行の分配可能額（平成１８年９月３０日現在）は、２,１７９億円であります。（臨時計算

書類は作成しておりません。）

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間比１兆１,２３２億円支出が増加して、１兆３,８３２億円の支

出となりました。これは、主としてコールローン等の増加やコールマネー等の減少など市場性資金の変動によるも

のです。投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却・償還などにより前中間連結会計期間比１兆６,７２４億

円収入が増加して、７,７４２億円の収入となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、劣後特約付社債の発行

や、優先株式の発行による資金調達を行ったものの、優先出資証券の発行による収入がなかったことなどにより前

中間連結会計期間比７９６億円収入が減少して、９５０億円の収入となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の

中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末比５,１３８億円減少して９,６１７億円となりました。
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■連結損益の概要 （単位：億円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
経常収益
連結粗利益
営業経費（△）
一般貸倒引当金繰入額（△）
臨時収支
うち株式関係損益
うち不良債権処理額（△）

経常利益
特別利益
特別損失（△）
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税等調整額（△）
中間（当期）純利益

５,０６７
３,７８３
１,８０７
△４２
△２１９
２５８
５２６
１,７９８
２６９
３１

２,０３６
１４７
１,７４３

５,７４７
３,７９２
１,７９４
△６
６８
３５７
４７０
２,０７２
１６６
２６

２,２１２
△２,５１１
４,６０９

１０,４７０
７,６８６
３,８４０
△１０７
△２７０
５８５
７４２
３,６８３
５７９
２３７
４,０２５
△９１
３,８３２

■単体損益の概要 （単位：億円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
営業収益
営業費用（△）
営業利益
営業外収益
営業外費用（△）
経常利益
特別損失
関係会社株式評価損
関係会社株式譲渡損
税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税（△）
法人税等調整額（△）
中間（当期）純利益

２,２２８
９６

２,１３２
０
０

２,１３３
３０
－
－

２,１０２
△１２
△１９
２,１３４

２,６１５
４９

２,５６６
２
８

２,５６０
０
－
－

２,５６０
△９７
△２１８
２,８７５

３,１７５
１５５
３,０２０
１
１

３,０２１
１５１
１２０
３０

２,８６９
△３７
△８２
２,９９０
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平成１８年９月中間期の不良債権処理について

■金融再生法基準開示債権（３行合算）（注）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
金融再生法基準開示債権　小計
正常債権
金融再生法基準開示債権　総合計

（注）平成１８年３月末、平成１８年９月末は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。
なお、平成１７年９月末は、奈良銀行を含む４行の計数を合算しております。

■リスク管理債権の状況（連結）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円、％）

平成１７年９月末 平成１８年９月末

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

平成１８年３月末

貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

■リスク管理債権に対する引当率（連結） （単位：％）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

部分直接償却実施後 ６９.７４ ７０.３８ ６８.０１

引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計

■リスク管理債権の状況（３行合算）（注）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後）（単位：億円、％）

平成１７年９月末 平成１８年９月末

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計
部分直接償却実施額

平成１８年３月末

貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計
部分直接償却実施額

（注）平成１８年３月末、平成１８年９月末は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。
なお、平成１７年９月末は、奈良銀行を含む４行の計数を合算しております。

６３４
２,９２６
３,５４７
７,１０８

２７０,８８５
２７７,９９３

５２６
３,４２５
３,０９２
７,０４４

２７１,９４９
２７８,９９３

７０８
３,６５７
３,８０９
８,１７４

２６２,３３９
２７０,５１３

０.０５
１.６８
０.０８
１.５２
３.３５

１５０
４,３０７
２２７
３,８８１
８,５６６

０.０６
１.４７
０.０６
１.３０
２.９０

０.０５
１.３４
０.０５
１.５４
３.００

１８３
３,９０５
１６７
３,４５０
７,７０７

１３３
３,５５７
１５６
４,０７６
７,９２４

０.０５
１.６０
０.０８
１.３９
３.１３
１.７８

１２９
４,１０６
２２６
３,５８２
８,０４４
４,５８７

０.０６
１.３８
０.０６
１.１０
２.６１
１.３４

０.０４
１.２７
０.０５
１.２８
２.６６
１.５２

１６３
３,６７５
１６７
２,９２５
６,９３１
３,５８０

１１５
３,３６０
１５５
３,３９２
７,０２４
４,０３１
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■リスク管理債権に対する引当率（３行合算）（注） （単位：％）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

部分直接償却実施前

部分直接償却実施後

引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計

（注）平成１８年３月末、平成１８年９月末は、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の単体計数の合計を表示しております。
なお、平成１７年９月末は、奈良銀行を含む４行の計数を合算しております。

■金融再生法上の債権区分の説明

金融再生法による債権区分 各債権区分の説明
正常債権 正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権以外の債権
要管理債権 要注意先に対する債権のうちの「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権
危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権及び

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

７６.３５

６２.７８

７６.１９

６３.９０

７６.５１

６３.１２
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主要な経営指標等の推移（連結情報）

（注）１. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 連結純資産額および連結総資産額の算定にあたり、平成１８年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号）を適用しております。

３. １株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が改正されたことに伴い、平成１８年９月中間期から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。
４. 連結自己資本比率は、銀行法第５２条の２５の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当社は第二基準を採用しております。
５. 合算信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき、信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単純合算し、記載しております。
６. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
７. 当社は平成１７年８月２日に発行済の普通株式及び各種の優先株式のすべてについて１,０００株を１株に併合しております。
（参考）
期間比較可能性の観点から平成１６年９月中間期及び平成１７年３月期について、１株当たり情報の各数値を千倍した場合には以下のとおりとなります。

平成１６年９月中間期 平成１７年３月期

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで） （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）
１株当たり純資産額 （円） △１３３,９０３.４２ △１２０,５６２.７６
１株当たり中間純利益 （円） １８,５３９.６６ －
１株当たり当期純利益 （円） － ３０,４０３.１５
潜在株式調整後１株当たり中間純利益 （円） ８,６２７.１４ －
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － １４,０３６.３１

■最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

連結経常収益
うち連結信託報酬
連結経常利益
連結中間純利益
連結当期純利益
連結純資産額
連結総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり中間純利益（円）
１株当たり当期純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり中間純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円）
連結自己資本比率（第二基準）（％）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の中間期末残高
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
［外、平均臨時従業員数］
合算信託財産額

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日）

５７４,７４４
１９,６２８
２０７,２５０
４６０,９９５

－
２,２３８,９６２
３９,４３６,０４６
△４４,６０９.１７
４０,４４９.００

－
２４,４７５.５６

－
１２.５０

△１,３８３,２０６
７７４,２６６
９５,０１５
９６１,７９３

－
１６,６２０

［１５,５２５］
３２,６４８,４０７

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日）

５０６,７９８
１５,３２８
１７９,８５９
１７４,３００

－
１,３７５,１２７
４０,０５５,８８６
△１０２,２２２.７６
１５,３２３.７０

－
７,７５４.６６

－
１０.１４

△２５９,９５２
△８９８,１４１
１７４,６２８
１,７６０,８２４

－
１６,０８４

［１５,１３３］
２８,６１３,５６５

平成１６年９月中間期
（平成１６年９月３０日）

５３３,０２９
１４,３９５
２４８,５２７
２１０,８４７

－
１,０１４,９９０
３８,９０９,５３９
△１３３.９０
１８.５３
－

８.６２
－

８.８４
△３６４,５７６
△５３９,０７３
１８,９５２

１,７９８,９２６
－

１６,７１２
［１３,５６７］
２６,１５９,９６３

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日）

１,０４７,０５６
３６,６８４
３６８,３４１

－
３８３,２８８
１,６５７,０８４
４０,３９９,５４７
△７８,４９９.５２

－
３１,９４３.１４

－
１７,０５３.００

９.９７
△４８４,６４９
△５４１,０７１
△２４２,９３４

－
１,４７５,６８９
１６,１２３

［１５,４８９］
３０,０４１,３１２

平成１７年３月期
（平成１７年３月３１日）

１,０７６,５７１
３５,１８６
３９６,４６７

－
３６５,５９２
１,１８６,４６３
３９,５６３,３６２
△１２０.５６

－
３０.４０
－

１４.０３
９.７４

△５５５,４０７
５４４,８００
７１,２６３

－
２,７４４,２２７
１６,２６０

［１３,８４４］
２７,４３５,４２４
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主要な経営指標等の推移（単体情報）

■最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

営業収益
経常利益
中間純利益
当期純利益
資本金
発行済株式総数（千株）
普通株式
優先株式

純資産額
総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり中間配当額（１株当たり配当額）（円）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式
第４種優先株式

１株当たり中間（当期）純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円）
自己資本比率（％）
配当性向（％）
従業員数（人）

平成１６年９月中間期
（平成１６年９月３０日）

２６,１９４
１７,１２６
５,０８０
－

３２７,２０１
２０,８１９,０３３
１１,３７５,１１０
９,４４３,９２３
６９９,２３１
１,３４９,０７４

△１６１,６６８.２３

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
／

４６６.７０
－

５１.８
－
２５６

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日）

２２２,８８５
２１３,３１３
２１３,４２４

－
３２７,２０１
２０,８１８
１１,３７５
９,４４３

９３１,８００
１,４８１,２６０

△１４１,１９９.５３

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
／

１８,７６３.３４
－

６２.９
－
３７２

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日）

２６１,５２６
２５６,０３０
２８７,５８５

－
３２７,２０１
２０,８６２
１１,３９９
９,４６３

１,３３６,１１４
１,７２８,６９２

△１１０,４４３.３４

－
／
－
－
－
－
－
－
－
－
－

２５,２３３.５１
－

７７.３
－
４０１

平成１７年３月期
（平成１７年３月３１日）

７４,５９４
５６,５６９

－
４４,５１９
３２７,２０１

２０,８１９,０３３
１１,３７５,１１０
９,４４３,９２３
７３８,５４３
１,４２９,４２８
△１５９.９４

－
２４.７５
６.３６
６.８０
１０.０
１４.３８
１８.５０
１.１７８
１.１７８
１.１７８
／

２.１５
１.５４
５１.６
－
３１７

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日）

３１７,５８２
３０２,１２９

－
２９９,０４３
３２７,２０１
２０,８３７
１１,３９９
９,４３７

１,０１７,０６１
１,４０８,８４１

△１３４,６５５.９１

１,０００
／

６,３６０
６,８００
１０,０００
１４,３８０
１８,５００
１,１８８
１,１８８
１,１８８
／

２４,５３６.５３
１３,３０４.８０

７２.１
４,０
３８１

（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２ 純資産額および総資産額の算定にあたり、平成１８年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。

３. 配当性向は、普通株式に係る1株当たり配当額を1株当たり当期純利益で除して算出しておりますが、普通株式に係る配当が無いか、1株当たり当期純損失となる事業年度については算出しておりません。
４. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
５. 当社は平成１７年８月２日に発行済の普通株式及び各種の優先株式のすべてについて１,０００株を１株に併合しております。
（参考）
期間比較可能性の観点から平成１７年３月期について、１株当たり情報の各数値を千倍した場合には以下のとおりになります。

平成１７年３月期
１株当たりの当期純資産額 （円） △１５９,９４０.９７
１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） （円） ２,１５５.４８
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） １,５４３.７１
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中間連結財務諸表

■中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 現金預け金※８
コールローン及び買入手形※８
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８
動産不動産※８、１０、１１、１２
有形固定資産※１０、１１、１２
無形固定資産
繰延税金資産
連結調整勘定
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金※８
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※８
売現先勘定※８
債券貸借取引受入担保金※８
特定取引負債
借用金※８、１３
外国為替
社　債※１４
信託勘定借
その他負債※８
退職給付引当金
事業再構築引当金
店舗チャネル改革引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１０
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分 少数株主持分
資本の部 資本金

資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金※１０
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

（次頁へ続く）

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日現在）

１,１４７,３２６
１,３１６,２７６
６,９９８
５８,４３０
２４４,６１５
４１０,０６２
７,０８８,２００
２６,３５３,７０７
８３,３０８
８８３,６８５

－
４１０,３０６
４４,３２３
２７４,１２８

－
１,６７１,４９７
△５４２,０１２
△１４,８０８

３９,４３６,０４６
３０,８２０,４７７
１,８７６,４５０
２８１,２７８
４７,９７５

－
４６,９３３
５７８,２２９
５,５４４

８５０,３８２
３８５,４８４
５８０,９９９
３,５９５
９６

２,５２５
０

７７５
４４,８３７

１,６７１,４９７
３７,１９７,０８３

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日現在）

２,０５６,８６１
９４７,４６４

－
４５,９６６
１３０,１３０
８１２,８０８
８,２６９,９２７
２５,３３９,４５２
８９,５０７
７４３,７５２
４４６,６６５

－
－

５,９４８
３２,２９３

１,７４６,３５０
△５９６,９０４
△１４,３３６

４０,０５５,８８６
３１,１５８,８３５
１,９３６,８４０
７３６,７１６
２５６,９９７
２４５,９９５
４５,６７０
３６９,２９２
７,３６０

７４９,４０４
４１１,６０２
５４９,２６４
５,０７４
２１１
２,９３２
０

１,３９３
４４,８４５

１,７４６,３５０
３８,２６８,７８６
４１１,９７２
３２７,２０１
２６３,４９２
５４０,１２９
６２,３９７
１８４,３５９
△２,２４４
△２０８

１,３７５,１２７

４０,０５５,８８６

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日現在）

１,６９１,０１６
９８６,８８６

－
４７,５６５
１４１,６１６
６７８,８４８
８,０２１,９９５
２６,２０９,６０３
８９,５１２
８８９,６２０
４４２,４２２

－
－

３,５０９
２８,８０４

１,７２１,２３７
△５３８,４５４
△１４,６３６

４０,３９９,５４７
３１,５９７,２４８
１,７２３,７４０
９２３,１２５
２４０,４８０
１５４,４５８
７１,０９０
２４１,９０７
５,４８５

７６３,４３８
４２６,１１２
６４１,０３９
３,４３７
１７１
２,７３１
０

２５,０８３
４４,８４４

１,７２１,２３７
３８,５８５,６３４
１５６,８２９
３２７,２０１
２６３,５０５
７４９,１１８
６２,３９６
２５７,３８８
△１,９４６
△５７９

１,６５７,０８４

４０,３９９,５４７

－

当社は、平成１７年９月中間期並びに平成１８年３月期の（中間）連結財務諸表すなわち（中間）連結貸借対照表、（中間）連結損益計算書、（中間）連結剰余
金計算書及び（中間）連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監
査証明を受けております。また、平成１８年９月中間期の中間連結財務諸表すなわち中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等
変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査証明を受けており
ます。
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（前頁より続く） （単位：百万円）

純資産の部 資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金※１０
為替換算調整勘定
評価・換算差額等合計
少数株主持分
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日現在）

３２７,２０１
３２６,５０８
１,１７８,７７３

△７６２
１,８３１,７２０
２０７,３３０
△１３,１８４
６２,３８５
△１,８４７
２５４,６８４
１５２,５５７
２,２３８,９６２
３９,４３６,０４６

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日現在）

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日現在）

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

■中間連結損益計算書 （単位：百万円）

経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※１

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用※２

経常利益
特別利益※３
特別損失※４
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
中間（当期）純利益

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年９月中間期
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

５７４,７４４
３１９,８０６
（２４８,２４４）
（４６,４４２）
１９,６２８
９７,６１０
９,１１５
３１,０９１
９７,４９１
３６７,４９３
４０,６２４
（２０,０８７）
２１,５１５
２７８

３５,６２０
１７９,４８８
８９,９６５
２０７,２５０
１６,６４８
２,６２９

２２１,２７０
５,１７４

△２５１,１８１
６,２８１

４６０,９９５

平成１７年９月中間期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

５０６,７９８
２９４,１３０
（２４８,７４６）
（３２,４７０）
１５,３２８
９５,３３１
１,１７０
３９,１５１
６１,６８５
３２６,９３８
２９,８７０
（１４,５３７）
２５,６７３
４５

１１,１７２
１８０,７４５
７９,４３０
１７９,８５９
２６,９５３
３,１７０

２０３,６４１
６,７８４
１４,７３０
７,８２５

１７４,３００

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

１,０４７,０５６
６０９,９３１
（４９５,５９１）
（７９,８８１）
３６,６８４
２１１,３５１
５,１７７
７５,６８８
１０８,２２２
６７８,７１４
６０,１２８
（２９,０７７）
６６,９１４
２０２

４２,９２５
３８４,０４９
１２４,４９５
３６８,３４１
５７,９６０
２３,７６９
４０２,５３１
１５,６７６
△９,１０３
１２,６７０
３８３,２８８

HD(中間)_06_FS_1229(4.0)  07.1.22  11:04 PM  ページ27



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

中
間
連
結
財
務
諸
表

HD28

■中間連結株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本 利益

自己株式
株主資本

剰余金 剰余金 合計

平成１８年３月３１日残高
中間連結会計期間中の変動額
新株の発行
剰余金の配当（※）
中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■中間連結株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

評価・換算差額等

その他 繰延 土地 評価・換算
少数

有価証券 ヘッジ 再評価
為替換算

差額等
株主 純資産合計

評価差額金 損益 差額金
調整勘定

合計
持分

平成１８年３月３１日残高
中間連結会計期間中の変動額
新株の発行
剰余金の配当（※）
中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※平成１８年５月の取締役会における利益処分項目であります。

３２７,２０１

－
３２７,２０１

２５７,３８８

△５０,０５７

△５０,０５７
２０７,３３０

－

△１３,１８４

△１３,１８４
△１３,１８４

６２,３９６

△１１

△１１
６２,３８５

△１,９４６

９９

９９
△１,８４７

３１７,８３８

△６３,１５４

△６３,１５４
２５４,６８４

１５６,８２９

△４,２７１

△４,２７１
１５２,５５７

１,８１３,９１３

６３,０００
△３１,３５１
４６０,９９５
△２００
２０
１１

△６７,４２５

４２５,０４９
２,２３８,９６２

２６３,５０５

６３,０００

３

６３,００３
３２６,５０８

７４９,１１８

△３１,３５１
４６０,９９５

１１

４２９,６５４
１,１７８,７７３

△５７９

△２００
１７

△１８３
△７６２

１,３３９,２４５

６３,０００
△３１,３５１
４６０,９９５
△２００
２０
１１

４９２,４７４
１,８３１,７２０

■中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金増加高
自己株式処分差益

資本剰余金減少高
自己株式処分差損

資本剰余金中間期末（期末）残高
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
中間（当期）純利益
土地再評価差額金取崩

利益剰余金減少高
配当金

利益剰余金中間期末（期末）残高

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

２６３,４９２
１２
１２
－
－

２６３,５０５

３８４,８３９
３８４,２９８
３８３,２８８
１,００９
２０,０１９
２０,０１９
７４９,１１８

平成１７年９月中間期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

２６３,４９２
－
－
０
０

２６３,４９２

３８４,８３９
１７５,３０９
１７４,３００
１,００９
２０,０１９
２０,０１９
５４０,１２９
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■中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益
減価償却費
減損損失
連結調整勘定償却額
のれん償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
事業再構築引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
固定資産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
普通社債の発行・償還による純増減（△）
信託勘定借の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他
小　計
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
動産不動産の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
無形固定資産の売却による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出
劣後特約付社債の発行による収入
劣後特約付社債の償還による支出
株式の発行による収入
優先出資証券の発行による収入
優先出資証券の償還による支出
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
自己株式の取得による支出
少数株主からの株式取得による支出
自己株式の売却による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

４０２,５３１
１５,３５３
１,０１８
６,８８１
－

△５３１
△８８,５８１

４０４
△１２９
△２,１８９

△６０９,９３１
６０,１２８
△４９,０３２
△６１,６９９
３,０７３
－

１９,２６８
３２,０１７

△８９３,８０４
△３７７,９２２
６９５,３５０
△６,５５７
６４,７２４

△３５５,５７１
△１０,９５６
△１０,８５９
８９,３８８
△８,７８２
△３,８０８
１１,３００
３２,９４６
６２６,７７７
△４６,２２４
△１１,６０３
△４７７,０２１
△７,６２７

△４８４,６４９

△１８,１１８,６７７
１４,７９６,３８７
２,７８８,１８９
△９,１５７

－
２,１８６
－
－
－

△５４１,０７１

△２５３,２５０
３０４,８９０
△１１５,８００

－
１２６,１５８
△２８３,３２３
△２０,０１９
△２４
△５６３
△１,０６０

５７
△２４２,９３４

１１６
△１,２６８,５３７
２,７４４,２２７
１,４７５,６８９

平成１８年９月中間期
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

２２１,２７０
７,５７３
２０１
－

３,４８８
△４０４
３,５５８
１７１
△７５
１５８

△３１９,８０６
４０,６２４
△３５,４６６
△３９,６７０

－
２０４

２３２,５７５
△２４,１５６
△１４４,１０４
△７７６,７７０
１５２,７１０
３４３,３２２
１３,２３５

△４３９,３８６
△１０,８６４
△８３４,３５１
△１５４,４５８
６,２０４
５９
－

△４０,６２８
３２６,０４１
△４４,１７４
１４２,６７３

△１,３７０,２４８
△１２,９５７

△１,３８３,２０６

△１０,５９０,０２９
９,９９２,２５１
１,３７７,１１１

－
△４,４５４

－
５５１

△２,６９１
１,５２７

７７４,２６６

△７,０００
１０６,９６８
△３６,２００
６３,０００

－
－

△３１,３５１
△２２１
△２００
－
２０

９５,０１５
２８

△５１３,８９５
１,４７５,６８９
９６１,７９３

平成１７年９月中間期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

２０３,６４１
８,２１１
７２５
３,４８８
－

△１１６
△３０,１３０

１０４
△８９
△５５２

△２９４,１３０
２９,８７０
△３８,２９０
△２９,９７３
２,１０５
－

△９４,９１２
５７,８６５
△２３,６５３
△８１６,３３５
９０８,４５０
８２７

△１６,０３３
△３０４,６６２
△９,３５７

△１８０,７５１
１８０,９２６
△８,７７７
△１,９３４
△４,９００
１８,４３６
３０７,３３３
△２５,４４２
△９６,２５３
△２５４,３１１
△５,６４０

△２５９,９５２

△１０,７９６,２８８
８,５７９,０６５
１,３２１,４４７
△３,５５３

－
１,１８８
－
－
－

△８９８,１４１

△１３０,０００
２６４,２７４
△６５,７００

－
１２６,２４６

－
△２０,０１９
△２４
△１６２
－
１４

１７４,６２８
６１

△９８３,４０３
２,７４４,２２７
１,７６０,８２４
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■中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１８年９月中間期）

１.連結の範囲に関する事項
(１) 連結子会社 ２２社
主要な会社名
株式会社りそな銀行
株式会社埼玉りそな銀行
株式会社近畿大阪銀行
りそな信託銀行株式会社
あさひ銀リテールファイナンス株式会社、Ｒｅｓｏｎａ（Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ）
Ｃａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）１Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｃａｐｉｔａｌ
（Ｃａｙｍａｎ）２Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）３
Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）４Ｌｉｍｉｔｅｄ、
ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｃａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）５Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ
ＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄ
Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）１Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ
（Ｃａｙｍａｎ）２Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）
３Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）４Ｌｉｍｉｔｅｄ、
ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）５Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ｒｅｓｏｎａ
Ｐｒｅｆｅｒｒｅｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ及びＲｅｓｏｎａ
ＰｒｅｆｅｒｒｅｄＦｉｎａｎｃｅ（Ｃａｙｍａｎ）Ｌｉｍｉｔｅｄは清算により当中間連結
会計期間から連結の範囲より除外しております。

(２) 非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等
からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績
に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の
範囲から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
(１) 持分法適用の非連結子会社はありません。
(２) 持分法適用の関連会社 ２社
主要な会社名
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(３) 持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.

(４) 持分法非適用の関連会社
主要な会社名
アライズ・キャピタル・パートナーズ株式会社
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、中間純損益（持分に見合
う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重
要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３. 連結子会社の中間決算日等に関する事項
(１) 連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。

６月末日 ５社
９月末日 １７社

(２) 上記の連結子会社については、それぞれの中間決算日の財務諸表によ
り連結しております。
中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引につい
ては必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
(１) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短
期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特
定取引目的｣）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連
結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するととも
に、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収益」及び
「特定取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては中間連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取
引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみ
なした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計
期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計
年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商
品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみな
し決済からの損益相当額の増減額を加えております。

(２) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券で時価のあるもののうち株式については主として中間連結決算
日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に基づく時
価法、また、それ以外については中間連結決算日の市場価格等に
基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないも
のについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ
ております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。
（会計方針の変更）
従来、その他有価証券に区分される物価連動国債等については、
現物の金融資産部分と組込デリバティブ部分を一体として時価評
価し、評価差額を損益に計上しておりましたが、「その他の複合金
融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含まない複合
金融商品）に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１２号平成
１８年３月３０日）が公表されたことに伴い、当中間連結会計期間から
同適用指針を適用し、前連結会計年度末の連結貸借対照表価額を
取得原価として償却原価法を適用し時価評価による評価差額（税効
果額控除後）を純資産の部に計上しております。これにより、従来
の方法に比べその他有価証券評価差額金は６５０百万円減少し、繰
延税金資産は４４１百万円増加しており、税金等調整前中間純利益は
１,０９２百万円増加しております。

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

(３) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法によ
り行っております。

(４) 減価償却の方法
①有形固定資産
有形固定資産は、建物については主として定額法、動産について
は主として定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により
按分し計上しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年

②無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利
用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める利用
可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。
のれんの償却については、原則５年間の均等償却を行っておりま
すが、重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しており
ます。

(５) 貸倒引当金の計上基準
主要な連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に
則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以
下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後の
帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）及び今後の管
理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、
債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理
的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを
当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。また、特定海外債権に
ついては、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特
定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査
しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を
控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は４２６,４９２百万円であります。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒
実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引
き当てております。

(６) 投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

(７) 退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおり
であります。
・過去勤務債務：発生年度に一括して損益処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、そ
れぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
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(８) 事業再構築引当金の計上基準
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革のた
めのシステム更改に伴う除却及び店舗統廃合に伴い、今後発生が見込
まれる損失について合理的に見積もることができる金額を計上してお
ります。

(９) 店舗チャネル改革引当金の計上基準
店舗チャネル改革引当金は、一部の銀行業を営む国内連結子会社にお
いて、収益基盤の維持・強化とローコスト運営を両立する新しい店舗
チャネルを再構築するための店舗の移転・統廃合・形態変更等に伴い、
今後発生が見込まれる損失について合理的に見積もることができる金
額を計上しております。

(１０)特別法上の引当金の計上基準
証券取引責任準備金　　　 ０百万円
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため､
証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第５１条及び金融機
関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めるところにより、算出し
た額を計上しております。

(１１)外貨建資産・負債の換算基準
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建資産・負債については、取得時
の為替相場による円換算額を付す関連会社株式を除き、主として中間
連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
その他の連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間
決算日等の為替相場により換算しております。

(１２)リース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に準じた会計処理によっております。

(１３)重要なヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク・ヘッジ
銀行業を営む国内連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リス
クに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４
号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性
評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッ
ジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引
等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性
の評価をしております。
また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上してい
る繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用
に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第１５号）を適用して実施しておりました多数
の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用い
て総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益
は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・
想定元本金額に応じ平成１５年度から最長１０年間にわたって、資金調
達費用又は資金運用収益として期間配分しております。
なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく

繰延ヘッジ損失は７,１８７百万円（税効果控除前）、繰延ヘッジ利益
は９,６３２百万円（同前）であります。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる
為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建
取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会
報告第２５号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ
ジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動
リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取
引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に
見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す
ることによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建有価証券（債券以外)の為替変動リスクをヘッジする
ため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当
該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債
が生じていること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価
ヘッジを適用しております。

(ハ)連結会社間取引等
銀行業を営む国内連結子会社のデリバティブ取引のうち連結会社間
及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又は内部部門間の内部
取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引
及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第２４号及
び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認
められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、
当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び
費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジある
いは金利スワップの特例処理を行っております。

(１４)消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっております。

(１５)連結納税制度の適用
当社及び一部の国内連結子会社は当社を連結納税親会社として、連結
納税制度を適用しております。

５. 中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対
照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

■中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 （平成１８年９月中間期）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平
成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２月９日）を当中間連結会計
期間から適用しております。
当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は２,０９９,

５８９百万円であります。
なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の中
間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成しております。

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成１８年８月１１日）が一
部改正され、改正会計基準の公表日以後終了する中間会計期間から適用され
ることになったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準を適用し、
社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって中間連結貸借
対照表価額としております。これにより、従来の方法に比べ「その他資産」中の
社債発行差金は４７１百万円、「社債」は４７１百万円、それぞれ減少しております。
なお、平成１８年３月３１日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上し
た社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基
準実務対応報告第１９号平成１８年８月１１日）の経過措置に基づき従前の会計処
理を適用し、社債の償還期間にわたり均等償却を行うとともに未償却残高を社
債から直接控除しております。

■表示方法の変更 （平成１８年９月中間期）

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施行細
則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年４月２８日）により改
正され、平成１８年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることにな
ったこと等に伴い、当中間連結会計期間から以下のとおり表示を変更しており
ます。

（中間連結貸借対照表関係）
（１）純額で繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資産」又は「その

他負債」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税
効果額を控除のうえ、評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表
示しております。

（２）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示してお
ります。

（３）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他資産」に区
分して表示しております。

（４）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含
めて表示しております。

（５）資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、「無形固定資産」に含めて
表示しております。

（中間連結損益計算書関係）
連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他経常費用」で処理しており
ましたが、当中間連結会計期間からは無形固定資産償却として「経常費用」中
「営業経費」に含めております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（１）「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含めて表示しております。
（２）「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」が「有

形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分
損益（△）」等として表示しております。
また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」
等として、「動産不動産の売却による収入」は、「有形固定資産の売却による
収入」等として表示しております。

■追加情報 （平成１８年９月中間期）

当社を連結納税親会社とする連結納税主体の繰延税金資産につきましては、
業績安定に伴う課税所得の発生や、平成１８年１１月の新｢経営の健全化のための
計画｣策定など、業績予測や課税所得発生の確実性向上を踏まえて、当中間連
結会計期間より、将来課税所得の見積可能期間を従来の１年からおおむね５年
として計上しております。
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※１０. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づ
き、一部の国内連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額
については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価を行った年月日
平成１０年３月３１日
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０
年１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調
整を行って算出しております。

※１１. 有形固定資産の減価償却累計額 ２１３,１３５百万円
※１２. 有形固定資産の圧縮記帳額 ６２,５２５百万円

（当中間連結会計期間圧縮記帳額 ―百万円）
※１３. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金１７７,０００百万円が含まれております。
※１４. 社債には、劣後特約付社債６９０,３８２百万円が含まれております。
１５. 一部の連結子会社が受託する元本補てん契約のある信託の元本金額

は、金銭信託４８８,４２７百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）
※１． その他経常収益には、株式等売却益６８,６１７百万円を含んでおります。
※２． その他経常費用には、株式等売却損２６,３００百万円、貸倒引当金繰入額

３４,１８８百万円、貸出金償却１５,９５１百万円を含んでおります。
※３． 特別利益には、償却債権取立益１６,０７２百万円を含んでおります。
※４． 特別損失には、一部の銀行業を営む国内連結子会社におけるシステム

更改に伴う損失１,６４７百万円、固定資産処分損７８０百万円を含んでおり
ます。

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）

前連結会計 当中間連結会計 当中間連結会計 当中間連結会計
年度末株式数 期間増加株式数 期間減少株式数 期間末株式数 摘　要

発行済株式
普通株式 １１,３９９ － － １１,３９９
種類株式
乙種第一回優先株式 ６８０ － － ６８０
丙種第一回優先株式 １２０ － － １２０
丁種第一回優先株式 ０ － － ０
戊種第一回優先株式 ２４０ － － ２４０
己種第一回優先株式 ８０ － － ８０
第１種第一回優先株式 ２,７５０ － － ２,７５０
第２種第一回優先株式 ２,８１７ － － ２,８１７
第３種第一回優先株式 ２,７５０ － － ２,７５０
第４種優先株式 － ２５ － ２５（注）１

合　計 ２０,８３７ ２５ － ２０,８６２
自己株式
普通株式 １ ０ ０ ２（注）２

（注）１．新株の発行による増加であります。
２．端株の買取及び処分による増減であります。

２. 配当に関する事項
配当金の １株当たりの

決議 株式の種類 総額（百万円） 金額（円） 基準日 効力発生日

平成１８年５月２３日 普通株式 １１,３９７ １,０００ 平成１８年３月３１日 平成１８年５月２３日
取締役会 種類株式

乙種第一回
優先株式 ４,３２４ ６,３６０
丙種第一回
優先株式 ８１６ ６,８００
丁種第一回
優先株式 １ １０,０００
戊種第一回
優先株式 ３,４５１ １４,３８０
己種第一回
優先株式 １,４８０ １８,５００
第１種第一回
優先株式 ３,２６７ １,１８８
第２種第一回
優先株式 ３,３４７ １,１８８
第３種第一回
優先株式 ３,２６７ １,１８８

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係
平成１８年９月３０日現在
現金預け金勘定 １,１４７,３２６百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △１８５,５３２百万円
現金及び現金同等物 ９６１,７９３百万円

■注記事項 （平成１８年９月中間期）

（中間連結貸借対照表関係）
※１． 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式１８,７３９百万円及び出

資金１６,１２２百万円が含まれております。
※２． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券はありません。

現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、
（再）担保に差し入れている有価証券は３５,９０７百万円、当中間連結会計
期間末に当該処分をせずに所有しているものは２９,３５２百万円であり
ます。

※３． 貸出金のうち､破綻先債権額は１８,２６１百万円､延滞債権額は３８７,２６３
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１６,６５９百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３２４,５６３百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は７４６,７４７百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※７． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は３５４,６２１百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

特定取引資産 ４７,９７５百万円
有価証券 ２,６９０,７７７百万円
貸出金 ３５９,３７９百万円
その他資産 １,７６１百万円

担保資産に対応する債務
預金 １１１,６８６百万円
コールマネー及び売渡手形 ４０,０００百万円
売現先勘定 ４７,９７５百万円
借用金 ３５０,４００百万円
その他負債 ４１３百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証
拠金等の代用として、現金預け金８０百万円、有価証券８５２,１１１百万円、
その他資産４,９３１百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は１８,２９５百万円、敷金保
証金は２３,５０５百万円であります。

※９． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について
違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、９,３５５,７０３百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無
条件で取消可能なものが９,１９７,９２３百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。
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（リース取引関係）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び中間連結
会計期間末残高相当額
取得価額相当額

動　産 １２,６９４百万円
その他 ８８７百万円
合　計 １３,５８２百万円

減価償却累計額相当額
動　産 ６,０２５百万円
その他 ５６８百万円
合　計 ６,５９４百万円

中間連結会計期間末残高相当額
動　産 ６,６６９百万円
その他 ３１８百万円
合　計 ６,９８７百万円

・未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額
１年以内 ２,３７１百万円
１年超 ４,９４０百万円
合　計 ７,３１１百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 １,３８５百万円
減価償却費相当額 １,２６８百万円
支払利息相当額 １１１百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
主として、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各中間連結会計期間への配分方法については、利息
法によっております。

２． オペレーティング・リース取引
・未経過リース料

１年内 １８百万円
１年超 １６百万円
合　計 ３５百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累計額
相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △４４,６０９円１７銭
１株当たり中間純利益 ４０,４４９円００銭
潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ２４,４７５円５６銭
（注）１.「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号平成１４年９月２５日）が平成１８年１月３１日付で改正さ
れ、会社法施行日以後終了する中間連結会計期間から適用されるこ
とになったことに伴い、当中間連結会計期間から同適用指針を適用
し、１株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出してお
ります。これにより、従来の方法に比ベ１株当たりの純資産額は１,１５６
円８８銭減少しております。

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。
純資産の部の合計額 ２,２３８,９６２百万円
純資産の部の合計額から
控除する金額 ２,７４７,３５８百万円
うち少数株主持分 １５２,５５７百万円
うち優先株式 ２,５９４,８０１百万円
普通株式に係る
中間期末の純資産額 △５０８,３９６百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数 １１,３９６千株

３.１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の
算定上の基礎は、次のとおりであります。
１株当たり中間純利益
中間純利益 ４６０,９９５百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
うち優先配当額 －百万円
普通株式に係る中間純利益 ４６０,９９５百万円
普通株式の中間期中平均株式数 １１,３９６千株

潜在株式調整後１株当たり中間純利益
中間純利益調整額 －百万円
うち優先配当額 －百万円
普通株式増加数 ７,４３７千株
うち優先株式 ７,４３７千株

〔ご参考〕
なお、半期報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１８条２項
の規定に基づく確認書を、添付しております。

■事業の種類別セグメント情報

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

全セグメントの経常収益の合計、経常利益及び全セグメントの資産の合計額に占める銀行信託業務の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の
種類別セグメント情報の記載を省略しております。

■所在地別セグメント情報

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省
略しております。

■海外経常収益

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

連結セグメント情報
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主要な業務の状況を示す指標（連結情報）

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
３. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合額の利息を控除しております。

■国内・海外別収支 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

資金運用収支
資金運用収益
資金調達費用

信託報酬
役務取引等収支
役務取引等収益
役務取引等費用

特定取引収支
特定取引収益
特定取引費用

その他業務収支
その他業務収益
その他業務費用

平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

資金運用収支
資金運用収益
資金調達費用

信託報酬
役務取引等収支
役務取引等収益
役務取引等費用

特定取引収支
特定取引収益
特定取引費用

その他業務収支
その他業務収益
その他業務費用

２５６,１６１
２９３,２４１
３７,０７９
１５,３２８
６９,５２０
９５,１５９
２５,６３８
１,１２５
１,１７０
４５

２７,７９０
３８,９６２
１１,１７２

５３２,２５９
６０７,６４９
７５,３９０
３６,６８４
１４４,１８０
２１１,０２２
６６,８４１
４,９７５
５,１７７
２０２

３２,３２６
７５,２５１
４２,９２４

１７,６９８
２２,９５２
５,２５４
－
２５６
３５６
１００
－
－
－
４３７
４３７
０

１５４
２０,６７１
２０,５１６

－
－
２７
２７
－
－
－
－
－
－

５４９,８０３
６０９,９３１
６０,１２８
３６,６８４
１４４,４３７
２１１,３５１
６６,９１４
４,９７５
５,１７７
２０２

３２,７６３
７５,６８８
４２,９２５

８,０９１
１０,９０４
２,８１３
－
１３６
１７２
３５
－
－
－
１８８
１８８
０

５,６９８
８,０１９
２,３２０
－
１１３
１６６
５３
－
－
－
３２５
３２５
－

△６
１０,０１６
１０,０２２

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△３２４
６,８３１
７,１５５
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

２６４,２５９
２９４,１３０
２９,８７０
１５,３２８
６９,６５７
９５,３３１
２５,６７３
１,１２５
１,１７０
４５

２７,９７８
３９,１５１
１１,１７２

２７３,１５８
３１８,６１８
４５,４５９
１９,６２８
７５,９８２
９７,４４４
２１,４６２
８,８３７
９,１１５
２７８

△４,８５４
３０,７６５
３５,６２０

２７９,１８１
３１９,８０６
４０,６２４
１９,６２８
７６,０９５
９７,６１０
２１,５１５
８,８３７
９,１１５
２７８

△４,５２９
３１,０９１
３５,６２０
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■資金運用／調達の状況 （単位：百万円）

平均残高 利　息 利回り
小　計 相殺消去額（△） 合　計 小　計 相殺消去額（△） 合　計

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

３０４,１４６
２５１,３２９
３９,９０４
８７９
－
１

３,５４３
３９,８９２
１４,５３７
２８４
３１５
９

１３６
－

７,３９９

３３,７６４,２２１
２４,８２２,０９５
７,７０４,８１３
４９８,４７３

－
１４,２４１
５３２,６５３

３５,８６９,６３３
３０,８６７,７０７
１,９８７,３０１
９１７,０５６
４３４,３３３
２７１,５２９

－
４８１,０７０

５６１,８８７
１９４,２６５
３６３,２３６

－
－
－

４,３８６
５４８,５４４
３,５４３
－

１,２０５
－
－
－

１９４,８８１

３４,３２６,１０８
２５,０１６,３６０
８,０６８,０４９
４９８,４７３

－
１４,２４１
５３７,０３９

３６,４１８,１７７
３０,８７１,２５０
１,９８７,３０１
９１８,２６１
４３４,３３３
２７１,５２９

－
６７５,９５１

３５,５１２,８８６
２５,９５６,９５３
７,６２２,４５３
１,３５０,５８６

７６
４５,２６３
２６５,９４５

３５,４４４,２６４
３０,６９６,２８０
１,８５０,０６８
６８９,０２５
８３,４４２
１９６,６７３

－
６００,１７２

２７９,１７９
１１１,０８０
１６７,２７３

－
－
－
－

２６１,２０６
２,０９３
－
－
－
－
－

１１１,２５１

３５,２３３,７０６
２５,８４５,８７３
７,４５５,１８０
１,３５０,５８６

７６
４５,２６３
２６５,９４５

３５,１８３,０５７
３０,６９４,１８６
１,８５０,０６８
６８９,０２５
８３,４４２
１９６,６７３

－
４８８,９２０

３２６,６３７
２５０,０３３
５１,４８４
３,２２２
０
２６

４,３２３
４７,７８０
２０,０８７
１,６４４
６７２
７３
６８
－

４,３３１

６,８３１
１,７８９
５,０４２
－
－
－
－

７,１５５
－
－
－
－
－
－

１,４２６

３１９,８０６
２４８,２４４
４６,４４２
３,２２２
０
２６

４,３２３
４０,６２４
２０,０８７
１,６４４
６７２
７３
６８
－

２,９０５

１.８１％
１.９１％
１.２４％
０.４７％
０.４０％
０.１１％
３.２４％
０.２３％
０.１３％
０.１７％
０.１９％
０.１７％
０.０６％
－

１.１８％
３４,６３３,６３８
２５,２７５,４３３
７,９５７,００９
７４７,５０３

－
２０,４０２
４２２,９２１

３６,３７７,１７７
３０,７４７,５９１
２,０７２,３２９
９６３,６９２
４０２,０１３
３１９,４１６

－
５４１,２５４

５０６,１３０
１６９,４９４
３３１,７７６

－
－
－

４,４６５
４９０,６１７
３,６７３
－

１,０４９
－
－
－

１６９,８６９

３４,１２７,５０８
２５,１０５,９３９
７,６２５,２３３
７４７,５０３

－
２０,４０２
４１８,４５５

３５,８８６,５５９
３０,７４３,９１８
２,０７２,３２９
９６２,６４２
４０２,０１３
３１９,４１６

－
３７１,３８５

６３０,６０２
５００,２４４
９５,８７５
２,２１８
－
７

７,２２８
８０,６４４
２９,０７７
６５０
６５６
２６
４８１
－

１１,８６８

２０,６７１
４,６５２
１５,９９３
２４
－
－
０

２０,５１６
０
－
２４
－
－
－

２,８３７

６０９,９３１
４９５,５９１
７９,８８１
２,１９４
－
７

７,２２８
６０,１２８
２９,０７７
６５０
６３２
２６
４８１
－

９,０３１

１.７８％
１.９７％
１.０４％
０.２９％
－

０.０３％
１.７２％
０.１６％
０.０９％
０.０３％
０.０６％
０.００％
０.１５％
－

２.４３％

１０,０１６
２,５８２
７,４３４
－
－
－
０

１０,０２２
０
－
６
－
－
－

１,９１７

２９４,１３０
２４８,７４６
３２,４７０
８７９
－
１

３,５４３
２９,８７０
１４,５３７
２８４
３０８
９

１３６
－

５,４８１

１.７３％
１.９９％
０.８４％
０.３５％
－

０.０２％
１.３２％
０.１６％
０.０９％
０.０２％
０.０６％
０.００％
０.０９％
－

２.２７％

（注）１. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

平
成
１７
年
９
月
中
間
期

平
成
１８
年
９
月
中
間
期

平
成
１８
年
３
月
期
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（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■手数料収支（役務取引等収支）の内訳 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計 国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

役務取引等収益
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

役務取引等収益
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

９５,１５９
１２,９４４
２０,７３６
８,４５０
１７,１４９
６,３４５
２,２０４
７,８３７
２５,６３８
４,４７３

２１１,０２２
２７,９９０
４１,５２２
１９,１７８
３７,７３３
１２,２２５
３,７５１
１６,０８２
６６,８４１
８,９５５

３５６
５０
３００
ー
ー
ー
ー
ー
１００
０

２７
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
２７
ー

２１１,３５１
２８,０４０
４１,８２３
１９,１７８
３７,７３３
１２,２２５
３,７５１
１６,０８２
６６,９１４
８,９５５

１７２
２６
１４３
ー
ー
ー
ー
ー
３５
ー

１６６
２８
１３６
－
－
－
－
－
５３
－

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

９５,３３１
１２,９７０
２０,８８０
８,４５０
１７,１４９
６,３４５
２,２０４
７,８３７
２５,６７３
４,４７３

９７,４４４
１５,５４１
２０,１８３
８,７８２
１９,４４９
７,２９５
２,００３
８,２３８
２１,４６２
４,３７５

９７,６１０
１５,５７０
２０,３２０
８,７８２
１９,４４９
７,２９５
２,００３
８,２３８
２１,５１５
４,３７５

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■特定取引の内訳
特定取引収益・費用の内訳 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計 国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

特定取引収益
うち商品有価証券収益
特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

特定取引費用
うち商品有価証券費用
特定取引有価証券費用
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用

平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

特定取引収益
うち商品有価証券収益
特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

特定取引費用
うち商品有価証券費用
特定取引有価証券費用
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用

１,１７０
１６３
ー
８０８
１９８
４５
ー
４５
ー
ー

５,１７７
７０３
ー

４,３３２
１４１
２０２
ー
２０２
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

５,１７７
７０３
ー

４,３３２
１４１
２０２
ー
２０２
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１,１７０
１６３
ー
８０８
１９８
４５
ー
４５
ー
ー

９,１１５
５７２
－

８,２２４
３１８
２７８
－
２７８
－
－

９,１１５
５７２
－

８,２２４
３１８
２７８
－
２７８
－
－
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（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

特定取引資産・負債の内訳 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計 国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

特定取引資産
うち商品有価証券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

特定取引負債
うち売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引負債

平成１８年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

特定取引資産
うち商品有価証券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

特定取引負債
うち売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引負債

８１２,８０８
４０,３３１

６
ー
ー

６９,０３６
７０３,４３４
４５,６７０
４,７１４
ー
ー
１７

４０,９３８
ー

６７８,８４８
３２,００１

ー
ー
ー

９１,０４６
５５５,７９９
７１,０９０
１４,３６０
３７
ー
８

５６,６８３
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

６７８,８４８
３２,００１

ー
ー
ー

９１,０４６
５５５,７９９
７１,０９０
１４,３６０
３７
ー
８

５６,６８３
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

８１２,８０８
４０,３３１

６
ー
ー

６９,０３６
７０３,４３４
４５,６７０
４,７１４
ー
ー
１７

４０,９３８
ー

４１０,０６２
４２,７２７

－
－
９

７４,３１０
２９３,０１４
４６,９３３
４,９９８
４０
－
－

４１,８９５
－

４１０,０６２
４２,７２７

－
－
９

７４,３１０
２９３,０１４
４６,９３３
４,９９８
４０
－
－

４１,８９５
－
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預金・貸出金に関する指標（連結情報）

（注）１. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金

２.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
３. ｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■預金の種類別残高 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計 国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

預　金
流動性預金
定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
合　計

平成１８年３月末
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

預　金
流動性預金
定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
合　計

１８,０８３,３９８
１２,２６１,３８１
７９９,５１９

３１,１４４,２９９
１,９３６,８４０
３３,０８１,１３９

１８,８２９,２３５
１１,８７４,２９０
８７５,７３３

３１,５７９,２６０
１,７２３,７４０
３３,３０３,０００

１０,７５９
８,１３４
３,１２６
２２,０１９

ー
２２,０１９

３,８７９
ー
１５２
４,０３１
ー

４,０３１

１８,８３６,１１５
１１,８８２,４２５
８７８,７０７

３１,５９７,２４８
１,７２３,７４０
３３,３２０,９８８

１０,０５２
６,２５２
１,８０６
１８,１１１

ー
１８,１１１

９,７３８
９,４４３
２,７１７
２１,８９９

－
２１,８９９

ー
ー

３,５７５
３,５７５
ー

３,５７５

－
－

１５６
１５６
－
１５６

１８,０９３,４５０
１２,２６７,６３４
７９７,７５０

３１,１５８,８３５
１,９３６,８４０
３３,０９５,６７５

１８,０３０,９６５
１１,９２１,６３０
８４６,１３８

３０,７９８,７３４
１,８７６,４５０
３２,６７５,１８４

１８,０４０,７０４
１１,９３１,０７３
８４８,６９９

３０,８２０,４７７
１,８７６,４５０
３２,６９６,９２７

（注）「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民間企業等であり、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号
に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国に所在する外国政府等の債権残高を掲げております。

■外国政府等向け債権残高（国別） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

インドネシア
アルゼンチン
エクアドル
ロシア連邦
合　計
（資産の総額に対する割合）

３８,８４０
７
０
０

３８,８４８
（０.０９％）

４０,１４２
７
０
－

４０,１５０
（０.１０％）

３８,４５３
７
０
０

３８,４６２
（０.０９％）

■業種別貸出状況（残高・構成比） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内
製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他

海外
政府等
金融機関
その他

合　計

２６,１７５,３４７
２,６８９,４１９
１７,８３５
３,７６３
８,６１５
２４,２９２
８９１,１９５
７４,８１２
３００,９６３
６８５,２２５
２,８２４,１９０
８３３,７２６
２,５８５,４００
２,４５４,６５１
７７５,００３

１２,００６,２５４
３４,２５５

ー
２,８９０
３１,３６５

２６,２０９,６０３

（１００.００％）
（１０.２７％）
（０.０７％）
（０.０１％）
（０.０３％）
（０.０９％）
（３.４０％）
（０.２９％）
（１.１５％）
（２.６２％）
（１０.７９％）
（３.１９％）
（９.８８％）
（９.３８％）
（２.９６％）
（４５.８７％）
（１００.００％）

ー
（８.４４％）
（９１.５６％）

ー

２６,３１７,８３２
２,７５３,１６０
１９,８３０
４,１４６
９,６７４
２４,３０８
８６２,４４５
６６,８５２
３０５,３６９
６４０,４３３
２,７７２,４０５
７４４,６６６
２,６４０,６１１
２,４３５,２０４
８６１,５９６

１２,１７７,１２７
３５,８７４

－
３,４０６
３２,４６８

２６,３５３,７０７

（１００.００％）
（１０.４６％）
（０.０８％）
（０.０２％）
（０.０４％）
（０.０９％）
（３.２８％）
（０.２５％）
（１.１６％）
（２.４３％）
（１０.５４％）
（２.８３％）
（１０.０３％）
（９.２５％）
（３.２７％）
（４６.２７％）
（１００.００％）

ー
（９.４９％）
（９０.５１％）

ー

２５,３０１,７９６
２,７２９,４８４
１８,８８６
３,７０１
３,３４９
２５,３４７
８９４,９５８
７５,８１９
２９７,８３６
７０４,０２２
２,８０３,７４８
７６７,１０４
２,４２１,６１１
２,４３５,５２４
６９５,２３２

１１,４２５,１７１
３７,６５５
３,８８９
２,３１０
３１,４５５

２５,３３９,４５２

（１００.００％）
（１０.７９％）
（０.０７％）
（０.０１％）
（０.０１％）
（０.１０％）
（３.５４％）
（０.３０％）
（１.１８％）
（２.７８％）
（１１.０８％）
（３.０３％）
（９.５７％）
（９.６３％）
（２.７５％）
（４５.１６％）
（１００.００％）
（１０.３３％）
（６.１４％）
（８３.５３％）

ー

（注）「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
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有価証券に関する指標（連結情報）

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３. ｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■有価証券の残高 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計 国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

平成１８年３月末
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

４,２９８,１５０
３６７,７８８
１,６１８,８８８
８９５,９２９
１,０９７,４０６
８,２７８,１６３

３,６２７,５２４
４０５,８９２
１,６３３,７３６
１,０５２,１６７
１,３１０,９０８
８,０３０,２２８

ー
ー
ー
ー
５７
５７

ー
ー
ー
ー

８,２９０
８,２９０

３,６２７,５２４
４０５,８９２
１,６３３,７３６
１,０５２,１６７
１,３０２,６７５
８,０２１,９９５

ー
ー
ー
ー
５４
５４

ー
ー
ー
ー
８２
８２

ー
ー
ー
ー

８,２９０
８,２９０

ー
ー
ー
ー

６,６８６
６,６８６

４,２９８,１５０
３６７,７８８
１,６１８,８８８
８９５,９２９
１,０８９,１７１
８,２６９,９２７

３,２３４,５６４
４３０,４２２
１,５００,６４０
９６０,４１２
９６８,７６４
７,０９４,８０４

３,２３４,５６４
４３０,４２２
１,５００,６４０
９６０,４１２
９６２,１６０
７,０８８,２００
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■満期保有目的の債券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末

地方債

合　計

平成１８年３月末

地方債

合　計

有価証券の時価等情報

※１ 中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー、信託受益権を含めて記載しております。
※２「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。

（注）時価は、各連結会計期間（会計年度）末日における市場価格等に基づいております。

中間連結貸借対照表計上額

９３,７９８

９３,７９８

時　価

９３,９０６

９３,９０６

差　額

１０７

１０７

連結貸借対照表計上額

１０７,４７０

１０７,４７０

時　価

１０４,９１２

１０４,９１２

差　額

△２,５５７

△２,５５７

中間連結貸借対照表計上額

１３６,９９４

１３６,９９４

時　価

１３６,０８６

１３６,０８６

差　額

△９０７

△９０７

■その他有価証券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末

株　式

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

平成１８年３月末

株　式

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

（注）１. 中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額は、株式については主として各中間連結会計期間（連結会計年度）末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、
それ以外については、各中間連結会計期間（連結会計年度）末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、
当該時価をもって中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）価額とするとともに、評価差額を各中間連結会計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下、「減損処理」という。）して
おります。
当中間連結会計期間における減損処理額は４,６１０百万円であります。
時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会社の債務者区分に従い、次のとおりとしております。
正常先：原則として時価が取得原価に比べて５０％以上下落
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先、未格付け先：時価が取得原価に比べて３０％以上下落

取得原価

３９８,２１９

５,６２０,９１２

４,３１５,８１９

２７４,６７８

１,０３０,４１３

１,０４７,９２７

７,０６７,０５８

中間連結貸借対照表計上額

６９２,３９９

５,６０２,５０７

４,２９８,１５０

２７３,９９０

１,０３０,３６７

１,０９２,７５８

７,３８７,６６５

評価差額

２９４,１８０

△１８,４０４

△１７,６６９

△６８８

△４６

４４,８３１

３２０,６０６

取得原価

４００,９７７

５,０１９,６８３

３,６９１,４９１

３０３,３７５

１,０２４,８１６

１,２４１,９５７

６,６６２,６１８

連結貸借対照表計上額

８６０,９２６

４,９４４,３１６

３,６２７,５２４

２９８,４２２

１,０１８,３７０

１,３０２,８７０

７,１０８,１１４

評価差額

４５９,９４８

△７５,３６６

△６３,９６７

△４,９５２

△６,４４６

６０,９１３

４４５,４９５

取得原価

３９５,３２１

４,４５３,３６０

３,２６７,４３５

２９７,３６６

８８８,５５９

１,０６９,３１５

５,９１７,９９７

中間連結貸借対照表計上額

８０４,１７５

４,４１２,７３５

３,２３４,５６４

２９３,４２７

８８４,７４２

１,０６３,５５８

６,２８０,４６９

評価差額

４０８,８５３

△４０,６２５

△３２,８７０

△３,９３８

△３,８１６

△５,７５７

３６２,４７１
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■時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

満期保有目的の債券

非上場内国債券

その他有価証券

非上場内国債券

非上場株式

１７,１１９

５７１,４００

１８５,３１５

２９,６００

５８６,２９７

１３７,４９７

２７,３６９

５８７,９９６

１８４,８３７

■その他有価証券評価差額金（連結） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

評価差額

その他有価証券

その他の金銭の信託

（△）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

（＋）係る評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

３１２,２５３

３１２,２５３

－

１２６,６９４

１８５,５５８

１,１８９

△９

１８４,３５９

３５０,１６９

３５０,１６９

－

１４１,９１７

２０８,２５２

９０５

△１６

２０７,３３０

４３５,７８４

４３５,７８４

－

１７６,８０５

２５８,９７８

１,５７４

△１５

２５７,３８８

■満期保有目的の金銭の信託（連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

金銭の信託の時価等情報

（注）評価差額からは、平成１７年９月末については、時価ヘッジにより損益に反映させた額８,７９２百万円及び組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額△４３９百万円を、
平成１８年９月末については、時価ヘッジにより損益に反映させた額１２,３０１百万円を、平成１８年３月末については、時価ヘッジにより損益に反映させた額１０,７７８百万円及び組込デリバティ
ブを一体処理したことにより損益に反映させた額△１,０６６百万円を除いております。
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デリバティブ取引情報

■金利関連取引 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取引所 金利先物

店　頭 金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

合　計

平成１８年３月末
契約額等 時　価 評価損益

取引所 金利先物 売　建

買　建

店　頭 金利スワップ 受取固定・支払変動

受取変動・支払固定

受取変動・支払変動

キャップ 売　建

買　建

フロアー 売　建

買　建

スワップション 売　建

買　建

合　計

２,００１,３９４

１５,４００,９８６

２７３,１４２

１２,７３５

１６,４３７

／

△４,３１９

２５,０１４

△２３１

３１１

３０１

２１,０７６

△４,３１９

２５,３９２

１,１１５

２０６

１８８

２２,５８２

５９８,８９８

１０,６３８,０８４

３６８,６３１

４,６６４

１１,４８５

／

５６１,１８７

４６８,９３１

４,９０７,１７３

４,８００,２０８

２,１７６,８１０

１８４,１０２

１３１,６４７

４００

６,８４８

４２

９,２１５

／

△２０

２３,１４３

△４０９

２６７

９

２２,９８９

△２０

２４,５７２

１,６４１

２３３

９３

２６,５１９

６２

△３９２

△１１,９６３

４４,５７０

△４,４９８

△１,２２６

１,７４０

０

２３５

０

３４１

３１,３２２

６２

△３９２

△１８,１５５

５０,９５８

△４,４９８

１,１３４

２４３

２

１４４

△０

２７５

２９,７７３

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書（連結損益計算書）に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリ
バティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しておりま
す。

■通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

店　頭 通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

合　計

平成１８年３月末
契約額等 時　価 評価損益

店　頭 通貨スワップ

為替予約 売　建

買　建

通貨オプション 売　建

買　建

合　計

２,２９４,８７６

１,１４８,２８５

３,１６６,９４６

／

６,０７５

３３,８７０

△１５,６９２

２４,２５３

△７,２４７

３３,８７０

△４,５１２

２２,１１１

１,４７８,９５７

１,０３９,０１８

２,０６７,３９９

／

５,８７０

１５,４５０

△４,４９７

１６,８２４

２,１１８

１５,４５０

△１３,３５４

４,２１５

１,６８２,６１７

６６７,３８６

２４２,４８２

１,５４７,７３３

１,７２５,３６１

／

７,３２９

２８,９３７

△４,１９５

５１,０７６

３５,２１８

１６,２１３

△５,０４５

２８,９３７

△４,１９５

６,７７４

△１０,０５１

１６,４１９

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書（連結損益計算書）に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨
スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債
権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

２.時価の算定
割引現在価値等により算定しております。
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■株式関連取引 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取引所 株式指数先物

株式指数オプション

合　計

平成１８年３月末
契約額等 時　価 評価損益

取引所 株式指数オプション 売　建

買　建

合　計

１,５８５

１５５,４２１

／

△２５

△５６０

△５８５

△２５

△１３６

△１６１

－

－

／

２１９,５９３

４８,６００

／

－

－

／

－

－

／

２,１９１

６０

△２,１３１

△５５０

△４１

△５９１

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書（連結損益計算書）に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■債券関連取引 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取引所 債券先物

合　計

平成１８年３月末
契約額等 時　価 評価損益

取引所 債券先物 売　建

買　建

合　計

１５０,６９１

／

△３８６

△３８６

△３８６

△３８６

９９,６０９

／

８７,８５２

１７,１１３

／

１,１８４

１,１８４

１,１８４

１,１８４

３３８

△６１

２７６

３３８

△６１

２７６

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書（連結損益計算書）に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■商品関連取引

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■クレジットデリバティブ取引

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。
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■連結自己資本比率（第二基準） （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

基本的項目 資本金
うち非累積的永久優先株 （注１）

新株式申込証拠金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
為替換算調整勘定
新株予約権
連結子会社の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
繰延税金資産の控除前の［基本的項目］計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△） （注２）
計 （Ａ）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注３）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務 （注４）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 （注５）

計
うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目 控除項目 （注６）（Ｃ）
自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ）
リスク・アセット 等 資産（オン･バランス）項目

オフ･バランス取引項目
計 （Ｅ）

連結自己資本比率＝（Ｄ）/（Ｅ）×１００（％）

自己資本比率の状況

３２７,２０１

－

－

２６３,５０５

７１７,７６８

５７９

－

－

－

△１,９４６

－

１４８,６１６

１３５,０７９

－

－

－

２８,７８４

１,４２５,７８１

－

１,４２５,７８１

１３５,０７９

４８,２５８

１４９,５６７

７７３,３５６

４６０,２４７

３１３,１０９

９７１,１８２

９７１,１８２

１０,９０８

２,３８６,０５５

２２,９０３,４５０

１,０２７,２９６

２３,９３０,７４７

９.９７
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 平成１８年９月３０日の繰延税金資産の純額に相当する額は２７３,４６７百万円であり、繰延税金資産の算入上限額は７８１,８３４百万円であります。
３. 告示第１３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）であ
ります。

４. 告示第１４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
５. 告示第１４条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
６. 告示第１５条第１項第１号に掲げる他の銀行持株会社等の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

当社は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号に基づき、連結自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けております。なお、本外部監査は、株式会
社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当社及び監査法人の間で合意された手続に
基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が評価を受けたもので、自己資本比率そのものについて意見を表明されたものではありません。

３２７,２０１

－

－

３２６,５０８

１,１７８,７７５

７６２

－

１,６５１

－

△１,８４７

－

１５１,６５２

１３５,５８５

－

２５,２８９

－

－

１,９５４,５８７

－

１,９５４,５８７

１３５,５８５

４８,２５０

１４９,５０６

８５０,３８２

５５４,９０９

２９５,４７２

１,０４８,１３９

１,０４８,１３９

１０,９１９

２,９９１,８０７

２２,８７４,２９８

１,０４６,８１６

２３,９２１,１１４

１２.５０

３２７,２０１

－

－

２６３,４９２

５４０,１３１

２０８

－

－

－

△２,２４４

－

１４３,５２３

１３０,１８０

－

－

－

３２,２７２

－

－

１,２３９,６２３

１３０,１８０

４８,２５８

１４２,５９９

８９５,５１８

５９６,９６０

２９８,５５７

１,０８６,３７６

１,０８６,３７６

１０,９０１

２,３１５,０９８

２１,８１１,４４６

１,００４,５０２

２２,８１５,９４８

１０.１４

自己資本比率は、銀行法第５２条の２５の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。
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（注）１. 清算事由、更生事由、支払不能事由、政府による宣言
清算事由：
清算手続の開始、破産手続の開始決定、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出

更生事由：
会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合

支払不能事由：
①債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
②債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合

政府による宣言：
監督当局が、同社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは同社を公的管理下におくこと、または第三者に譲渡することを宣言した場合

２. 同社優先株式
同社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

３. 可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある事業年度の直前の事業年度に係る同社の分配可能額から、当該事業年度中に同社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、当該事業年度に同社優先
株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、同社の子会社によって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が同社の財務状況及び経営
業績によって決定され、本優先出資証券が発行体及び同社に対して有する劣後関係と同様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行う。

４. 監督事由
同社の自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＧｌｏｂａｌＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２７年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 １１億５千万米ドル
払　　　　　込　　　　　日 平成１７年７月２５日
配　　　　　当　　　　　率 平成２７年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップあり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月３０日。ただし、当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。なお、平成２８年７月の配当支払日以降の各配当支払日について翌営業日が翌

月となる場合、当該日の直前の営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある事業年度について、以下の強制的配当停止（制限）及び裁量的配当停止（制限）のいずれにも該当しない場合、その事業年度終了直後の配当支払

日に、本優先出資証券に対して満額の配当を行わなければならない。
強 制 的 配 当 停 止（制 限） 清算事由、更生事由、支払不能事由または政府による宣言（注）１が発生した場合には配当の支払は停止される。優先株式配当制限または配当可能利

益制限が適用される場合には、その適用に応じて配当は停止もしくは減額される。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積しない。
優 先 株 式 配 当 制 限 同社優先株式（注）２への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）３不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
裁 量 的 配 当 停 止（制 限） 同社は以下のいずれかの場合にはその裁量により配当を停止もしくは減額することができる。ただし、他の優先出資証券に配当を行う場合には、配

当支払日の先後にかかわらず、本優先出資証券にも同割合で配当を支払うものとする。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積しない。
（１）監督事由（注）４が発生した場合
（２）直近に終了した事業年度について同社が同社普通株式に対する配当を行わない場合

残　余　財　産　請　求　権 同社優先株式と実質的に同順位

■優先出資証券の概要

当社の連結子会社である株式会社りそな銀行（以下同社とする）は、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、当社は、当該優先出資証券を連結自己資本比率（第
二基準）における自己資本の「基本的項目」に計上しております。
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中間単体財務諸表

■中間貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 流動資産
現金及び預金
前払費用
未収収益
未収入金
未収法人税等
その他

流動資産合計
固定資産
有形固定資産※１
器具及び備品
有形固定資産合計

無形固定資産
商標権
ソフトウェア
無形固定資産合計

投資その他の資産
関係会社株式
関係会社長期貸付金※２
繰延税金資産
その他
投資損失引当金
投資その他の資産合計

固定資産合計
繰延資産
創立費

繰延資産合計
資産合計

負債の部 流動負債
未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
その他

流動負債合計
固定負債
社　債
長期借入金※３
関係会社長期借入金

固定負債合計
負債合計

資本の部 資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金
資本金及び資本準備金減少差益
自己株式処分差益

資本剰余金合計
利益剰余金
中間（当期）未処分利益
利益剰余金合計

自己株式
資本合計
負債・資本合計

（次頁へ続く）

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日現在）

９９,００８
３４５
４

３,７７６
６３,４２２

－
１６６,５５７

１８
１８

７７
１５
９２

１,１２３,８８６
１１０,０００
８,２８１
６
－

１,２４２,１７３
１,２４２,２８４

－
－

１,４０８,８４１

３４７
３９４
１３
１１
１４
７８０

１６０,０００
１３１,０００
１００,０００
３９１,０００
３９１,７８０
３２７,２０１

３２７,２０１

３９,６８２
１２

３６６,８９５

３２３,５４３
３２３,５４３
△５７９

１,０１７,０６１
１,４０８,８４１

－

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日現在）

４１０,３７２
３４９
１７

９,７３９
５１,７２７

－
４７２,２０７

１８
１８

７１
１２
８３

１,１１１,２６７
１１５,０００
３０,１０９

５
－

１,２５６,３８２
１,２５６,４８５

－
－

１,７２８,６９２

－
１,３９１
８２
２０
８４

１,５７８

１６０,０００
１３１,０００
１００,０００
３９１,０００
３９２,５７８

－

－

－
－
－

－
－
－
－
－

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日現在）

１０７,４００
３２５
１,３０７
－
－

４４,２９０
１５３,３２３

１９
１９

８３
１８
１０１

１,１２８,９０４
２００,０００
１,９３６
６

△３,０８７
１,３２７,７５９
１,３２７,８８０

５７
５７

１,４８１,２６０

－
３,３９８
５
－
３５

３,４４０

１２５,０２０
２３１,０００
１９０,０００
５４６,０２０
５４９,４６０
３２７,２０１

３２７,２０１

３９,６８１
－

３６６,８８２

２３７,９２４
２３７,９２４
△２０８

９３１,８００
１,４８１,２６０

当社は、平成１７年９月中間期並びに平成１８年３月期の（中間）財務諸表すなわち（中間）貸借対照表、（中間）損益計算書については、証券取引法第１９３
条の２の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監査証明を受けております。また、平成１８年９月中間期の中間財務諸表すなわち中間
貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査証明を受け
ております。
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（前頁より続く） （単位：百万円）

純資産の部 株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金
資本剰余金合計

利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式
株主資本合計

純資産合計
負債・純資産合計

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年９月中間期
（平成１８年９月３０日現在）

３２７,２０１

３２７,２０１
１０２,６９８
４２９,８９９

５７９,７７６
５７９,７７６
５７９,７７６
△７６２

１,３３６,１１４
１,３３６,１１４
１,７２８,６９２

平成１７年９月中間期
（平成１７年９月３０日現在）

－

－
－
－

－
－
－
－
－
－
－

平成１８年３月期
（平成１８年３月３１日現在）

－

－
－
－

－
－
－
－
－
－
－

■中間損益計算書 （単位：百万円）

営業収益
関係会社受取配当金
関係会社受入手数料
関係会社貸付金利息

営業費用
支払利息
社債利息
社債発行費償却
販売費及び一般管理費※１、２

営業利益
営業外収益
受取利息
受入手数料
その他

営業外費用
創立費償却
株式交付費償却
その他

経常利益
特別損失
関係会社株式評価損
関係会社株式譲渡損
投資損失引当金繰入額
その他

税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間（当期）純利益
前期繰越利益
中間（当期）未処分利益

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

３１７,５８２
３０９,０６７
４,６６２
３,８５３
１５,５０４
８,６４４
１,５１３
４３５
４,９１０

３０２,０７８
１７３
２２
１４４
６

１２２
１１４
－
８

３０２,１２９
１５,１３６
１２,０４８
３,０８７
－
０

２８６,９９２
△３,７６９
△８,２８１
２９９,０４３
２４,４９９
３２３,５４３

平成１８年９月中間期
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

２６１,５２６
２５８,５３８
２,３２６
６６２
４,９０１
２,１１０
７８４
２

２,００４
２５６,６２４
２５８
１０８
６８
８２
８５３
－
８５２
０

２５６,０３０
０
－
－
－
０

２５６,０２９
△９,７２６
△２１,８２８
２８７,５８５

－
－

平成１７年９月中間期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

２２２,８８５
２１７,２８５
２,３３１
３,２６８
９,６０１
５,９６９
７７３
１６４
２,６９４

２１３,２８３
９３
１６
７１
４
６３
５７
－
６

２１３,３１３
３,０８７
－
－

３,０８７
－

２１０,２２５
△１,２６２
△１,９３６
２１３,４２４
２４,４９９
２３７,９２４
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■中間株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本剰余金

資本金 その他 資本剰余金
資本準備金

資本剰余金 合計

平成１８年３月３１日残高
中間会計期間中の変動額
新株の発行
剰余金の配当（※）
中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分

中間会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

（単位：百万円）

株主資本

利益剰余金

その他
利益剰余金 自己株式

株主資本 純資産合計

繰越利益
合計

剰余金

平成１８年３月３１日残高
中間会計期間中の変動額
新株の発行
剰余金の配当（※）
中間純利益
自己株式の取得
自己株式の処分

中間会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※平成１８年５月の取締役会における利益処分項目であります。

１,０１７,０６１

６３,０００
△３１,３５１
２８７,５８５
△２００
２０

３１９,０５３
１,３３６,１１４

１,０１７,０６１

６３,０００
△３１,３５１
２８７,５８５
△２００
２０

３１９,０５３
１,３３６,１１４

△５７９

△２００
１７

△１８３
△７６２

３２３,５４３

△３１,３５１
２８７,５８５

２５６,２３３
５７９,７７６

３６６,８９５

６３,０００

３
６３,００３
４２９,８９９

３９,６９４

６３,０００

３
６３,００３
１０２,６９８

３２７,２０１

－
３２７,２０１

３２７,２０１

－
３２７,２０１
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■中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１８年９月中間期）

１.有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、子会社株式については、移動平均法による原価法に
より行っております。

２.固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。なお、耐用年数は次の
とおりであります。
器具及び備品：２年～２０年

（２）無形固定資産
商標権：定額法を採用し、１０年で償却しております。
ソフトウェア：自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

３.繰延資産の処理方法
株式交付費及び社債発行費は支出時に一括費用処理しております。

４.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

５.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６.連結納税制度の適用
当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。

■中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 （平成１８年９月中間期）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
当中間会計期間より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準｣（企業会計基準第５号平成１７年１２月９日）及び｢貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準適用指
針第８号平成１７年１２月９日）を適用しております。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、１,３３６,１１４百万円であ
ります。
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部について
は、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則
により作成しております。

■表示方法の変更 （平成１８年９月中間期）

（中間貸借対照表関係）
（１）前中間会計期間では流動資産の｢その他｣に含めて表示しておりま

した｢未収法人税等｣は、前事業年度において資産の総額の１００分
の１を超えたため区分掲記いたしましたので、当中間会計期間にお
いても区分掲記しております。
なお、前中間会計期間の｢未収法人税等｣は４３,０２３百万円でありま
した。

（２）前中間会計期間では仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、
流動負債の｢その他｣に含めて表示しておりましたが、前事業年度
において区分掲記いたしましたので、当中間会計期間においても
区分掲記しております。
なお、前中間会計期間の｢未払消費税等｣は２５百万円でありました。

■追加情報 （平成１８年９月中間期）

当社を連結納税親会社とする連結納税主体の繰延税金資産につきまし
ては、業績安定に伴う課税所得の発生や、平成１８年１１月の新｢経営の
健全化のための計画｣策定など、業績予測や課税所得発生の確実性向
上を踏まえて、当中間会計期間より、将来課税所得の見積可能期間を
従来の１年からおおむね５年として計上しております。

■注記事項 （平成１８年９月中間期）

（中間貸借対照表関係）
※１.有形固定資産の減価償却累計額は４３百万円であります。
※２.関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸付金であります。

※３.長期借入金のうち１１４,０００百万円は、他の債務よりも債務の履行が
後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であります。

（中間損益計算書関係）
※１.販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。
なお、全額が一般管理費に属するものであります。
給料・手当 １,０３５百万円
業務委託料 ４０３百万円
土地建物機械賃借料 １３８百万円
租税公課 １１３百万円

※２.減価償却実施額
有形固定資産 ３百万円
無形固定資産 ８百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）
１. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

株式の種類 （株） （株） （株） （株）

普通株式 １，９３３ ５４２ ５６ ２，４１９
（注）１.普通株式の増加株式数は端株の買取によるものであります。

２.普通株式の減少株式数は端株の売却によるものであります。

（リース取引関係）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間会
計期間末残高相当額
取得価額相当額
器具及び備品 ０百万円
その他 １３百万円
合計 １３百万円

減価償却累計額相当額
器具及び備品 ０百万円
その他 ５百万円
合計 ５百万円

中間会計期間末残高相当額
器具及び備品 ０百万円
その他 ８百万円
合計 ８百万円

未経過リース料中間会計期間末残高相当額
１年以内 ４百万円
１年超 ６百万円
合計 １０百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ２百万円
減価償却費相当額 １百万円
支払利息相当額 ０百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

２. オペレーティング・リース取引
・未経過リース料
１年以内 ２百万円
１年超 －百万円
合計 ２百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累計額
相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

〔ご参考〕
なお、半期報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１８条２項
の規定に基づく確認書を、添付しております。

当中間会計
期間末

HD(中間)_06_FS_1229(4.0)  07.1.22  11:05 PM  ページ49



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

信
託
業
務
に
関
す
る
指
標（
連
結
情
報
）

HD50

信託業務に関する指標（連結情報）

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単純合算しております。
■信託財産残高表 （単位：百万円、%）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

資　産 貸出金
有価証券
信託受益権
受託有価証券
金銭債権
動産不動産
不動産の賃借権
土地の賃借権
その他債権
銀行勘定貸
現金預け金
合　計

負　債 金銭信託
年金信託
財産形成給付信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
金銭債権の信託
土地及びその定着物の信託
土地及びその定着物の賃借権の信託
土地の賃借権の信託
包括信託
合　計

１７４,４１８
５,４７１,３４４
２３,０６４,５８３

２
４０５,２４８
４４２,６５１

ー
４,４６７
１６,３３９
４２６,１１２
３６,１４３

３０,０４１,３１２
１１,６１７,３５１
４,３０９,６０７
１,９７９

１２,２７４,４１９
１５５,０７０
３７６,７４６
４３０,０３７
１６０,６９４

ー
４,６８５

７１０,７２０
３０,０４１,３１２

０.５８
１８.２１
７６.７８
０.００
１.３５
１.４７
ー

０.０２
０.０５
１.４２
０.１２

１００.００
３８.６７
１４.３５
０.００
４０.８６
０.５２
１.２５
１.４３
０.５３
ー

０.０２
２.３７

１００.００

１６２,４３２
６,７９２,２６２
２４,３３９,８９０

２５３
３８７,１７２
５２５,７２４
３,５８２
ー

１１,９１７
３８５,４８４
３９,６８６

３２,６４８,４０７
１３,３９８,６４０
４,７２８,６３４
１,９０２

１２,４８０,９３８
１８０,０３５
４７２,１６１
４０６,００９
１５１,４１１
４,６９８
ー

８２３,９７５
３２,６４８,４０７

０.５０
２０.８０
７４.５５
０.００
１.１９
１.６１
０.０１
ー

０.０４
１.１８
０.１２

１００.００
４１.０４
１４.４８
０.０１
３８.２３
０.５５
１.４５
１.２４
０.４６
０.０２
ー

２.５２
１００.００

１９０,９６３
４,９１６,１７４
２２,２５４,０４２

２８
４２１,９５９
３６９,３３３

ー
４,０３０
１０,８７９
４１１,６０２
３４,５５１

２８,６１３,５６５
１０,９９８,８１７
４,４２８,２０３
１,９４４

１１,４７８,３４１
１２６,４２５
３２６,８７６
４４４,８９１
１６８,２５３

ー
４,９６２

６３４,８４８
２８,６１３,５６５

０.６７
１７.１８
７７.７７
０.００
１.４８
１.２９
ー

０.０１
０.０４
１.４４
０.１２

１００.００
３８.４４
１５.４８
０.０１
４０.１１
０.４４
１.１４
１.５５
０.５９
ー

０.０２
２.２２

１００.００
（注）１. 上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。

２. 合算対象の連結子会社
平成１７年９月末 株式会社りそな銀行及びりそな信託銀行株式会社
平成１８年９月末 株式会社りそな銀行及びりそな信託銀行株式会社
平成１８年３月末 株式会社りそな銀行及びりそな信託銀行株式会社

３．信託財産運用のために再信託された信託を控除して計上しております。
４．「信託受益権」に含まれている資産管理を目的として再信託を行っている金額
平成１７年９月末 ２２,２５２,１３４百万円
平成１８年９月末 ２４,３３８,７５８百万円
平成１８年３月末 ２３,０６３,０６３百万円

５．共同信託他社管理財産
平成１７年９月末 ３,２７０,８５４百万円
平成１８年９月末 ２,６３６,２６８百万円
平成１８年３月末 ３,２２８,３２３百万円

■元本補てん契約のある信託の運用・受入状況 （単位：百万円、%）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

運用状況 貸出金
有価証券
その他
期末運用残高計

受入状況 元本
債権償却準備金
その他
期末受託残高計

１７４,０１８
ー

３５５,０８８
５２９,１０６
５２８,２２２
５２８
３５６

５２９,１０６

３２.８９
ー

６７.１１
１００.００
９９.８３
０.１０
０.０７

１００.００

１６２,０９７
ー

３２７,１８９
４８９,２８７
４８８,４２７
４８９
３７１

４８９,２８７

３３.１３
ー

６６.８７
１００.００
９９.８２
０.１０
０.０８

１００.００

１８７,５３４
ー

３４２,５６４
５３０,０９８
５２９,２９０
５６７
２４１

５３０,０９８

３５.３８
ー

６４.６２
１００.００
９９.８５
０.１１
０.０４

１００.００
（注）１. 信託財産の運用のために再信託された信託を含んでおります。

２. リスク管理債権の状況
平成１７年９月末　貸出金１８７,５３４百万円のうち、破綻先債権額は２７百万円、延滞債権額は３,０１７百万円、３ヵ月以上延滞債権額は３３９百万円、貸出条件緩和債権額は２１,７３６百万円であ
ります。また、これらの債権額の合計は２５,１１９百万円であります。
平成１８年９月末　貸出金１６２,０９７百万円のうち、破綻先債権額は４６百万円、延滞債権額は３,３１４百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１３９百万円、貸出条件緩和債権額は２０,５１３百万円であ
ります。また、これらの債権額の合計は２４,０１４百万円であります。
平成１８年３月末　貸出金１７４,０１８百万円のうち、破綻先債権額は１５百万円、延滞債権額は２,９１８百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１０４百万円、貸出条件緩和債権額は２０,９９１百万円であ
ります。また、これらの債権額の合計は２４,０３０百万円であります。
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（参考）資産の査定の額 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

５
２４
２１０
１,４９９

５
２８
２０６
１,３８０

９
２１
２２０
１,６２４

■業種別貸出状況 （単位：百万円、%）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他
合　計

９３６
ー
ー
ー
ー
７３５
ー
１５
４７１
１,７４７
３４,３５０
８,３８６
１,８４５
ー

１２５,９３３
１７４,４１８

０.５４
ー
ー
ー
ー

０.４２
ー

０.００
０.２７
１.００
１９.７０
４.８１
１.０６
ー

７２.２０
１００.００

８３９
ー
ー
ー
ー
６０５
ー
１５
４９６
１,５３８
３３,５２６
７,４５５
１,６９２
ー

１１６,２６６
１６２,４３２

０.５２
ー
ー
ー
ー

０.３７
ー

０.０１
０.３０
０.９５
２０.６４
４.５９
１.０４
ー

７１.５８
１００.００

８２３
ー
ー
ー
ー
８２０
ー
２０
５０１
２,４６２
３８,６３２
９,０８３
２,４７７
ー

１３６,１４５
１９０,９６３

０.４３
ー
ー
ー
ー

０.４３
ー

０.０１
０.２６
１.２９
２０.２３
４.７６
１.３０
ー

７１.２９
１００.００

資本の状況他（単体情報）

■発行済株式数 （単位：株）

種　類

普通株式

乙種第一回優先株式

丙種第一回優先株式

丁種第一回優先株式

戊種第一回優先株式

己種第一回優先株式

第１種第一回優先株式

第２種第一回優先株式

第３種第一回優先株式

第４種優先株式

計

中間会計期間末現在発行数
（平成１８年９月３０日）

１１,３９９,０９４.９１７

６８０,０００.０００

１２０,０００.０００

１２０.０００

２４０,０００.０００

８０,０００.０００

２,７５０,０００.０００

２,８１７,８０７.８６１

２,７５０,０００.０００

２５,２００.０００

２０,８６２,２２２.７７８

内　容

議決権あり

議決権あり

議決権あり

議決権あり

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

大阪証券取引所
市場第一部

東京証券取引所
市場第一部

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

■資本金 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

資本金 ３２７,２０１３２７,２０１３２７,２０１
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（注）上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 １２２,０９４.０００株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ９８,９２３.０００株
資産管理サービス信託銀行株式会社 ４７,８９５.０００株

■大株主（普通株式） （平成１８年９月３０日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
氏名又は名称 住所 （株） 所有株式数の割合（％）
預金保険機構 東京都千代田区有楽町１丁目１２番１号 ５,６４８,２３９.０００ ４９.５４
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 ３７６,８８７.６６０ ３.３０
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 １５０,７６４.９００ １.３２
第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 ９８,６５０.２５０ ０.８６
資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 ９３,７５１.０００ ０.８２
野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 ７９,０４９.２５０ ０.６９
大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 ７０,４８５.０００ ０.６１
日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 ５９,５８２.９５３ ０.５２
東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 ５５,６５６.０００ ０.４８
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 ５４,９１０.０００ ０.４８
合　計 ６,６８７,９７６.０１３ ５８.６７

■大株主（優先株式） （平成１８年９月３０日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
優先株式 氏名又は名称 （株） 所有株式数の割合（％）
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式

戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式
第４種優先株式

２４０,０００.０００
８０,０００.０００

２,７５０,０００.０００
２,８１７,８０７.８６１
２,７５０,０００.０００
２５,２００.０００

６８０,０００.０００
１２０,０００.０００
１２０.０００

１００.００
１００.００
１００.００

１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００

株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
エイビー・インターナショナル・ケイマン・トラスト アクティング
スルー イッツトラスティ クィーンズゲイト・バンク・アンド・トラス
ト・カンパニー・リミテッド（常任代理人 株式会社りそな銀行）
株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
預金保険機構
預金保険機構
預金保険機構
株式会社しんきん信託銀行

当社の従業員数 （平成１８年９月末）

従業員数（人） ４０１
（１７）

連結会社における従業員数 （平成１８年９月末）

従業員数（人） １６,６２０
（１５,５２５）

（注）１.従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員１５,９７０人を含んでおりません。
２.臨時従業員数は、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

（注）１.当社従業員は全員、株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行他２社からの出向者であります。なお、嘱託及び臨時
従業員１８人を含んでおりません。

２.臨時従業員数は、（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
３.当社には従業員組合はありません。労使間においては特記すべき事項はありません。

従業員の状況
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子会社等の状況

名　称
資本金又は
　出資金

住　所
主要な事業
　の内容

設立年月日
当　社
議決権比率
（％）

子会社等
議決権比率
（％）

大阪市中央区 銀行

信託

100.0 －百万円

279,928
大正7年
5月15日

株式会社りそな銀行

大阪市中央区 銀行 100.0 －百万円

38,971
昭和25年
11月24日

株式会社近畿大阪銀行

さいたま市浦和区 銀行 100.0 －百万円

70,000
平成14年
8月27日

株式会社埼玉りそな銀行

東京都千代田区 銀行

信託

100.0 －百万円

10,000
平成13年
12月10日

りそな信託銀行株式会社

大阪市中央区 信用保証 － 100.0百万円

8,１８0
昭和44年
7月23日

大和ギャランティ株式会社

さいたま市浦和区 信用保証 50.9 49.0百万円

47,800
昭和50年
5月8日

りそな保証株式会社

東京都中央区 ファクタリング 100.0 －百万円

1,000
昭和53年
10月25日

りそな決済サービス株式会社

大阪市中央区 信用保証 － 99.9百万円

6,397
平成7年
3月17日

近畿大阪信用保証株式会社

東京都千代田区 債権管理回収 100.0 －百万円

500
平成12年
10月25日

りそな債権回収株式会社

東京都中央区 クレジットカード

信用保証

49.9 8.3百万円

1,000
昭和58年
2月12日

りそなカード株式会社

りそなキャピタル株式会社

大阪市中央区 コンサルティング 49.7 42.6百万円

100
昭和61年
10月1日

りそな総合研究所株式会社

東京都中央区 ベンチャーキャピタル 49.6 32.6百万円

4,500
昭和63年
3月29日

東京都台東区 事務等受託 100.0 －百万円

80
昭和５５年

７月２５日

りそなビジネスサービス株式会社

大阪市中央区 人材派遣 

福利厚生

100.0 －百万円

60
昭和62年
10月2日

りそな人事サポート株式会社

■連結子会社 （平成１８年９月末現在）
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名　称
資本金又は
　出資金

住　所
主要な事業
　の内容

設立年月日
当　社
議決権比率
（％）

子会社等
議決権比率
（％）

英国領西インド諸島

グランドケイマン島

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成2年
12月28日

Daiwa International Finance

（Cayman） Limited

英国

ロンドン市

証券

投資顧問

－ 100.0千英ポンド

33,600
昭和55年
12月29日

Resona Bank

（Capital Management）Plc

英国領西インド諸島

グランドケイマン島

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成4年
9月11日

Daiwa PB Limited

インドネシア共和国

ジャカルタ

銀行 － 43.4百万インドネシア
ルピア

２８５,０００

昭和31年
2月15日

P.T. Bank Resona Perdania

インドネシア共和国

ジャカルタ

リース － 100.0百万インドネシア
ルピア
25,000

昭和59年
11月7日

P.T. Resona Indonesia　

Finance

タイ王国

バンコック

投資　　　　　

コンサルティング

－ 49.0千タイバーツ

5,000
平成7年
1月12日

TD Consulting Co., Limited

英国領西インド諸島

グランドケイマン島

英国領西インド諸島

グランドケイマン島

ファイナンス

ファイナンス

－

－

100.0

100.0

千米ドル

10

千米ドル

1,170,500

平成6年
2月25日

平成17年
7月11日

Asahi Finance （Cayman） Ltd.

Resona Preferred
Global Securities
（Cayman）Limited

（注）ＤａｉｗａＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＦｉｎａｎｃｅ（Ｃａｙｍａｎ）Ｌｉｍｉｔｅｄ、ＲｅｓｏｎａＢａｎｋ（ＣａｐｉｔａｌＭａｎａｇｅｍｅｎｔ）Ｐｌｃ、ＤａｉｗａＰＢＬｉｍｉｔｅｄは、清算手続中であります。

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

東京都中央区 

 

東京都府中市 

信託 

銀行 

－ 

－ 

33.3

33.3

百万円

51,000

百万円

300

平成12年
6月20日

日本トラスティ･サービス 

信託銀行株式会社 

日本トラスティ情報 

システム株式会社 

 

 昭和63年
11月1日 

情報処理サービス 

■持分法適用関連会社 （平成１８年９月末現在）
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北海道・東北

甲信越

中部・東海

中国・四国

九州

関西

関東

りそな銀行　2ヵ店（有人店舗2）

りそな銀行　　　375ヵ店（有人店舗162　無人店舗213）

埼玉りそな銀行　443ヵ店（有人店舗127　無人店舗316）

近畿大阪銀行　　001ヵ店（有人店舗1）

りそな信託銀行　001ヵ店（有人店舗1）

りそな銀行　　　433ヵ店（有人店舗152　無人店舗281）

近畿大阪銀行　　161ヵ店（有人店舗134　無人店舗27）

りそな信託銀行　001ヵ店（有人店舗1）

りそな銀行　　　24ヵ店（有人店舗10　無人店舗14）

近畿大阪銀行　　01ヵ店（有人店舗1）

りそな信託銀行　01ヵ店（有人店舗1）

りそな銀行　5ヵ店（有人店舗3　無人店舗2）

りそな銀行　2ヵ店（有人店舗2）

りそな銀行　　　7ヵ店（有人店舗5　無人店舗2）

りそな信託銀行　1ヵ店（有人店舗1）

2

820

595

8

26

5

2

店舗数合計 １,４５８ヵ店
（平成１８年９月末現在）

有人店舗数

無人店舗数

店舗数合計

（注）１. 有人店舗は払込専門支店、共同利用ATM管理専門支店、住宅ローン支店、外国為替業務室を除き、ローン債権管理支店を含む。
（注）２. 無人店舗は共同出張所を除く。
（注）３. 関東圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県

関西圏：大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県

■国内ネットワーク

りそな

３３６

５１２

８４８

埼玉りそな

１２７

３１６

４４３

近畿大阪

１３６

２７

１６３

りそな信託

４

ー

４

合計

６０３

８５５

１,４５８

うち関東圏

２９１

５２９

８２０

うち関西圏

２８７

３０８

５９５

（平成１８年９月末現在）

■海外ネットワーク

りそな

４

（平成１８年９月末現在）

合計

４駐在員事務所

りそなグループの店舗ネットワーク
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りそなホールディングス 中間期ディスクロージャー誌２００６－２００７
本誌は銀行法第５２条等の法令に基づいて作成したディスクロージャー資料です。

発行　平成１９年１月
株式会社りそなホールディングス コーポレートコミュニケーション部
（大阪本社）
〒５４０-８６０８ 大阪市中央区備後町２丁目２番１号　電話（０６）６２６８-７４００
（東京本社）
〒１００-８１０７ 東京都千代田区大手町１丁目１番２号　電話（０３）３２８７-２１３１
ホームページアドレス ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｇｒ.ｃｏ.ｊｐ

この冊子は再生紙を使用しています。
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